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総合計画基本構想審査特別委員会記録 
 

○開催日時 

平成２６年１２月２４日 午前１０時～午後２時５３分 

───────────────────────────────────────── 

○開催場所 

第３委員会室 

───────────────────────────────────────── 

○出席委員（１１人）

   委 員 長  持 原 秀 行 

   副委員長  下 園 政 喜 

   委  員  川 畑 善 照 

   委  員  福 田 俊一郎 

   委  員  井 上 勝 博 

   委  員  中 島 由美子 

   委  員  谷 津 由 尚 

委  員  小田原 勇次郎 

   委  員  成 川 幸太郎 

   委  員  帯 田 裕 達 

   委  員  森 満   晃 

───────────────────────────────────────── 

○欠席委員（１人）

   委  員  江 口 是 彦     

───────────────────────────────────────── 

○その他の議員

   委  員  上 野 一 誠     

───────────────────────────────────────── 

○説明のための出席者 

   企 画 政 策 部 長  永 田 一 廣 

   企 画 政 策 課 長  上大迫   修 

────────────── 

総 務 部 長  今 吉 俊 郎 

財 政 課 長  今 井 功 司 

コミュニティ課長  十 島 輝 久 

市 民 福 祉 部 長  春 田 修 一 

商 工 観 光 部 長  末 永 隆 光 

教 育 部 長  中 川   清 

   教 育 総 務 課 長  鮫 島 芳 文 

  学 校 教 育 課 長  原之園 健 児 

   文 化 課 長  岩 元 ひとみ 

   市民スポーツ課長  坂 元 安 夫 

   社 会 教 育 課 長  橋 口   誠 

   少年自然の家所長  上 村 実 行                                   

───────────────────────────────────────── 

○事務局職員 

   議 会 事 務 局 長  田 上 正 洋 

   主幹兼議事グループ長  瀬戸口 健 一 

   主 幹  久 米 道 秋 

   議 事 グ ル ー プ 員  柳   裕 子 

───────────────────────────────────────── 

○審査事件 

議案第１１１号 第２次薩摩川内市総合計画基本構想を定めるについて 

・ 第２編基本構想 第３章政策展開の基本方針について 

 ア 政策５ 次世代を担う人と文化を育むまちづくりについて 

   イ 政策６ 市民みんなで考え、行動するまちづくりについて 

───────────────────────────────────────── 
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△開  会 

○委員長（持原秀行）これより総合計画基本構

想審査特別委員会を開催いたします。 

 定数１２名、現在員１２名、出席１１名、欠席

１名であります。欠席の１名は、江口委員が欠席

の届け出であります。 

 よって、定足数に達しておりますので、委員会

は成立いたしました。 

 本日の委員会は、お手元に配付しております審

査日程により審査を進めたいと思いますが、御異

議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）御異議ありませんので、

お手元に配付しております審査日程により審査を

進めます。 

 ここで、傍聴の取り扱いについて申し上げます。

現在、傍聴の申し出はありませんが、会議の途中

で傍聴の申し出がある場合は、委員長において随

時許可をいたします。 

────────────── 

   △議案第１１１号 第２次薩摩川内市総合

計画基本構想を定めるについて 

○委員長（持原秀行）それでは、１１月２０日

の委員会に引き続き、審査を一時中止しておりま

した議案第１１１号第２次薩摩川内市総合計画基

本構想を定めるについてを議題とします。 

本日は、基本構想の政策展開の基本方針のうち、

５及び６について審査を行います。 

 なお、審査に当たっては、この政策展開の基本

方針に基づき、基本計画の施策ごとに説明を受け、

質疑を行うことといたしたいと思いますので、御

了承を願います。 

────────────── 

△政策５ 次世代を担う人と文化を育むま

ちづくり 

○委員長（持原秀行）まず、政策５に基づく基

本計画の施策１について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、お手元に

資料６を準備いただきまして、３９ページをお開

きください。 

 政策５、教育文化ですが、「次世代を担う人と文

化を育むまちづくり」。施策の１、「未来をたくま

しく生きる力を育む教育の推進」でございます。 

 ３９ページ上段の現状と課題の部分ですが、①

におきまして、これまで取り組んできたことを書

いた上で、今後も引き続き、小中一貫教育を推進

するとともに、学校と家庭が一体となる取り組み

を推進していく必要があるということを①に記載

をさせていただいております。 

 ②におきましては、ＩＣＴの利活用教育など地

域に根ざした本市独自の魅力ある教育を実施して

おり、今後も改善しながら、さらに推進していく

必要があること。また、②の２段落目におきまし

ては、行きたい学校づくりを推進する必要がある

こと。三つ目には、体力づくりなどの取り組みを

進めるとともに、全国と比較するとさらに改善、

指導が求められてる現状を述べた上で、最後の段

になりますが、家庭や地域、関係機関等と連携し

ながら体力の向上や健康の保持増進に向けた取り

組みを充実させる必要があるということを②で記

載しております。 

 ③におきましては、冒頭いろいろ書いてありま

すが、安全教育や防災教育の充実を図る必要があ

ること。２段落目には、老朽化が進む施設の計画

的な改修・改築を進めるとともに、教育内容に応

じた設備等の充実を図っていく必要があることを

書いてございます。さらに、三つ目の段落におき

まして、小・中学校の再編に関しまして望ましい

教育環境づくりを進める必要があるということで、

今後につきましても検討を加えることの必要性を

記述しております。 

 右側の施策の展開方向となりますが、これにつ

きましては、課題に対応し、三つの整理をいたし

ております。 

 ①の小中一貫教育の推進におきまして、一つ目

のひし形の部分になりますが、小中一貫教育を推

進すること。また、地域との連携によるふるさと

教育の充実を努めることが一つに書いてございま

す。二つ目のひし形につきましては、学力向上を

図りながら、豊かな人間関係を築く力や、自分の

思いや考えを適切に表現する力を身につけていく

ことを重点的に取り組むことを記載。 

 ②の知・徳・体の調和のとれた生きる力を育む

教育の推進につきまして、複数記載してございま

すが、一つ目には、自ら学び、磨き高め合う授業

づくりを行うこと、ＩＣＴの利活用などや英語教

育の推進など時代の変化に対応した教育を推進す

ることを。三つ目には、いじめのない学校づくり、

いじめ問題を考える授業を実施・公開していくこ

と。四つ目には、スクールソーシャルワーカーな
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ど相談体制の充実に取り組むこと。五つ目には、

一校一運動に取り組むことのほか、体力・気力づ

くり、保健指導等に関します教育の充実を図るこ

とを。六つ目には、虫歯予防の観点からフッ化物

洗口につきまして、幼稚園、小・中学校まで実施

していくことを。最後になりますが、小１のプロ

ブレムの解消を図ることを記載してございます。 

 ③の教育環境の充実につきまして、施設等でご

ざいますが、一つ目には、計画的な改修・改築を

進めることを。二つ目に、東郷地域におきまして、

小中一貫校の整備を進めることを。三つ目には、

教具・教材の整備やＩＣＴ関連設備の整備を充実

させることを書いてございます。さらに、最後に

つきまして、児童生徒にとって望ましい学校教育

を考え、学校の再編等をさらに進めますというこ

とを記載してございます。 

 これによりまして、左側、めざす姿につきまし

ては、充実した環境のもとで、知・徳・体の調和

のとれた「未来をたくましく生きる力」が育まれ

ているという基本目標でございます。 

 このための成果指標、目標値については五つで

ございます。一つ目に、学校に行くことが楽しい

と感じる児童生徒に直接的な感覚を１００％に極

力近づけること。二つ目、三つ目につきましては、

標準学力検査、また、体力・運動能力検査等、全

国との比較におきまして、その水準を高めていく

ことを。四つ目には、フッ化物洗口の実施校を

１９校から４８校に広げることを。最後、中学生

の不登校生徒の出現率につきまして、下げること

を記載してございます。 

 次に、役割分担の部分は４０ページ下段になり

ますが、市民の部分では、「（市民）、（地域・団

体）、（学校）」の三つに区分けをしておりまして、

それぞれにおきまして記載しておりますが。「（市

民）」の部分では教育活動のほうに協力をお願いし

たい。また、家庭学習の充実や基本的な生活習慣

の確立に努め、家庭教育の向上に努めていただき

たい。「（地域・団体）」におきましては、教育活動

に支援をお願いするということと、地域ぐるみで

の子育てに努めていただきたいということを。

「（学校）」におきましては、教職員の指導力向上

及び信頼される学校づくりに取り組むこと。また、

地域とともにある学校づくりに取り組むことを記

載。 

 行政の部分では四つでございますが、小中一貫

教育を柱とした教育施策を展開することを。保護

者等へのきめ細かな支援体制づくりを進めること。

学校環境の整備に努めること。それと、相互の関

係機関等を含めたネットワークづくりに取り組む

ことを役割分担で記載したところでございます。 

 企画政策課から以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑に入ります。御質疑

願います。 

○委員（谷津由尚）現状と課題のところです。

①、「中１ギャップの解消や学力向上」という後に、

「今後も引き続き小中一貫教育を推進する」とあ

りまして。今後の施策の方向性の中に小中一貫教

育の推進とあるわけですけど。本市の小中一貫の

コンセプトというのは、まずは東郷地域でこれ実

現するという今の位置づけになってるんですけど。

その後は、どんどんこれを全市に拡大するという

コンセプトがあるんでしょうか。 

○教育部長（中川 清）この小中一貫校の推進

につきましては、現在、全中学校区で連携型の小

中一貫校の整備がもう構築をされております。そ

の延長線上に、今回の再編の協議の中で東郷地域

については、施設の老朽化あるいは東郷幼稚園等

につきましては、急傾斜地の地域もあるというよ

うなことも踏まえまして、この施設整備をあわせ

てやったということでございますので。とりあえ

ず今、連携型のものが構築をされておりますので、

ここの記述としましては、引き続き連携型の教育

の推進を図っていくというものを中心に据えてお

ります。 

 ただ、一方で位置づけられました東郷地域につ

いては、５年間の前期の基本計画の中で、何とか

開校までこぎつけたいというようなこともありま

して、こういう位置づけをしているところでござ

います。次のところで、また東郷地域以外に小中

一体型の施設整備を進めていくという考えは、現

在のところ持ち合わせてございません。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）小学校と中学校が相互に連

携、補完し合いながらという非常に具体的に解釈

が難しいと思うんですけど。向こう１０年間の総

合計画の中のこういう文章があるとすると、大体

の市民の方は、東郷でまず始まるということは現

実的にもう御理解いただいてると思うんですが。

そのことがわかっておられない市民の方がもしこ
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れを見られたときに、ああ、これ全市的にするの

かと。その辺の解釈の、正しい解釈にならないと

いうところがちょっと懸念をしまして、こういう

質問をさせていただきました。 

 小中一貫教育ちゅうても、いろんなパターンが

あるわけでして、包括的にこういう表現をなさる

のはいいんですけども。向こう５年、向こう

１０年間のことであるんであれば、ここに「小学

校、中学校が相互に連携、補完し合いながら小中

一貫教育を推進し」という文言はこれ残されてい

いんですけど。この後に具体的な、まずは東郷地

域でこれを小中一貫校として、向けて活動してい

きますとか、そういう文章があったらちょっとき

ちんとわかるのか、理解が進むのかなと思ったも

んですから、ちょっとこういう質問しましたが、

いかがですか。 

○教育部長（中川 清）ここの小中一貫校の啓

発のあり方、先ほど申し上げましたとおり、小中

一貫校の教育の推進というものについては、大き

くは連携型で今、現在進めていると。ただ、先ほ

ど申し上げましたとおり、その中で東郷地域につ

いては施設の老朽化等もありまして、言い方は少

し変になるかもしれませんが、特別に一体型のも

のを整備をしてるということでございますので、

ここの内容の全体の進め方については、教育委員

会のほうでもリーフレット等をつくっておるんで

すが、なかなかこれを市民の皆さん方のほうに十

分理解をされているのかっていうところ、保護者

の方々には一定の理解はあるのかなというふうに

思いますが。この辺の啓発については、今後また

広報紙でするとか、あるいはいろんな啓発の仕方

があるかは検討していきたいというふうに考えて

います。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）いいですか。ほかにあり

ませんか。 

○委員（成川幸太郎）ちょっと教えていただき

たい。一校一運動による体力づくりっていうこと

で取り組まれてるっていうこと。また、今後もそ

れを取り組んでいくっていうことですが、大体今、

各学校でどういった一運動っていうのが取り組ま

れてるのか、わかってりゃ教えていただければ。 

○学校教育課長（原之園健児）各学校で一校一

運動に取り組んでいただいてるものにつきまして

は、一輪車であったり、縄跳び運動であったり、

朝の持久走であったりというようなことで、学校

の規模であったり、あるいは伝統的なものを通し

ながらやっております。ただ、本市においては、

綱引き等は全ての学校で取り組んでいるところで

ございます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）いろいろとＩＣＴだとか、

英語教育だとか一貫校だとか進められているわけ

ですけれども。子どもたちの保護者から見たとき

に、やっぱり落ちこぼれがないっていうか、誰で

も一定のやっぱ学力が身につくという、社会に出

たときに社会人として通用できる子どもたちを、

全員そういうふうな子どもたちを育てていくとい

う観点っていうか、いわば落ちこぼれがない、そ

ういう学校づくりという点では、この中でどのよ

うに読み取っていけばいいんでしょうか。いろい

ろ先進的な事例はあるんだけれども、やっぱりそ

ういう下から支えるという点での教育っていうの

は非常に大事だと思うんです。それが一つと。 

それからもう一つ、小１プロブレムっていうの

があって、解説の中には、小学校に入学したばか

りの子どもたちが集団行動がとれないとか、授業

中に座っていられないとかっていうのを解消する

んだっていうことなんですが。 

本来、幼稚園とか保育園に行ってる子どもたち

以外にも小学校に上がってくるわけで、そういっ

た子どもたちは、いわばそういう集団活動、行動

にはやっぱりなれていないわけであって、そうい

う子どもたちをある程度、学校で学べるような、

そういう忍耐力というか、そういうものをつけて

いくのが小学校１年生だと思うんですけれども。

小学校１年生の子どもたちの教育というのを充実

させるという方向で、小１プロブレムの解消とい

うふうに言っているのではないような気がするん

です。幼稚園、保育園と小学校の連携って書いて

ありますので、幼稚園、保育園に行ってる子ども

たちを対象にしてるっていうふうに見えるんです

けれども。そこら辺はどうなんでしょうか。 

○教育部長（中川 清）まず、基礎学力等の観

点につきましては、施策の方向性、①の二つ目の

ひし形のところ、「９年間を見通した各教科のカリ

キュラムに基づく学力向上を図りながら、豊かな

人間性を築く力の、重点的に取り組みます」と。

ここは、小中一貫校の教育の推進のところに書い

てありますが、それを、いわゆる９年間を通した
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事業を展開することによって、より充実した基礎

学力の構築を図りたいという思いで記載をしてご

ざいます。 

 それから、その２番目、その下ですが。「知・

徳・体の調和のとれた生きる力を育む教育の推進」。

この中にも「基礎・基本を活用する力を育むため

に、自ら学び、磨き高め合う授業づくりに努めま

す」という項目で、今、委員の御指摘については、

私どもとしましてはここに規定をしたというつも

りでございます。 

 次に、小１プロブレムの観点でございますが、

おっしゃられたようなものについては、近年、こ

ういった問題、家庭教育のあり方というものもあ

りますが、そういった問題点もありますので、十

分、小１の学年のときにはそういったものも配慮

しながら進めていくわけですが、早い時期にこう

いったものを情報収集し、情報の共有化を図る中

で対応していきたいというものを含めまして、幼

保小連携、交流を積極的に行い、小１プロブレム

の解消に努めていきたいということでございます。

委員のおっしゃったものについては当然のことで

ございますので、それを踏まえて、一歩まだその

予防的な観点で進めたいという思いで、ここに記

載をしてあるというふうに御理解をいただればと

思います。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）それともう一つ。中学校を

卒業して高校に上がっていったり、または就職さ

れたりということになるわけですが。やはりいわ

ば権利教育といいますか、例えば働く場に行った

ときに労働基準法を知らないっていうことによっ

て、サービス残業とかいろんな不当な扱いに対し

て、自分でそれを対処できないと。で、職場をす

ぐやめていってしまうとか、そういった問題点が

あると思うんです。そういうことに対して、労働

基準法をきちっと勉強させておくべきなんじゃな

いかっていうふうな識者もいらっしゃるわけです

けれども、そういった教育っていうのは重視され

てるんでしょうか。 

○学校教育課長（原之園健児）学校におきまし

ては、基本的には学習指導要領にのっとって学習

を進めております。ですので、労働基準法につい

て深く学んだりという機会は少ないのではないか

と考えております。 

○委員（井上勝博）やっぱり、きちっとした社

会人になるために必要な知識ですよね。やっぱり

労働基準法っていうのは。そういったものが、や

っぱり教育の中で位置づけられるということが、

学習指導要領にはそういうのが位置づけられてな

いということであるならば、それはちょっと独自

に市としても考えていく必要があるんじゃないか

なというふうに思います。意見です。 

 以上です。 

○教育部長（中川 清）それぞれの習熟度にお

いて、どのステージで、どういう教育をするのか

っていうのが教育課程の中で定めてあるわけです。

ですから、小・中学校の段階で、どういう形でそ

れを授業として取り組むかっていう問題は、また

別の議論になるかと。今ほどおっしゃいました授

業の分については、例えば人権の教育、ここにあ

りますように、いじめがないとか、あるいはそう

いった根底となるもの。今、委員がおっしゃった

ような基礎となるようなものは、その人権教育の

中で十分ステージごとに授業として展開してると

いうふうに御理解いただければと思います。 

 以上でございます。 

○委員（中島由美子）基本的なものっていうの

はこの中に網羅されてるのかなと思います。今回、

大学入試が何か見直しをされていくっていうこと

で、そのあたりでやはり基礎・基本っていうもの

が大変充実になってくるということ。それから、

自分でしっかり物が言えることっていうのも何か

問われていくようなことを言ってましたので。そ

ういう意味では、小中一貫教育とか、ここに書か

れているのがきちっとできれば、しっかりと対応

していけるのかなと思いますが、そのあたりどの

ように考えておられるかっていうのが１点。 

 それから、少し気になるのが、フッ化物洗口実

施校っていうのを、目標値が全学校っていうこと

になってて、これは当然の目標値だと思うんです

が。フッ素洗口については順次健診でもしっかり

なされてて、自分的には違和感はなかったんです

が、教職員の間ではまだまだフッ素洗口に対して

反対の声というか、ちょっとそうじゃないんじゃ

ないかっていう声があると思うんですけれども。

そのあたり、どうなっているのか、現状。４８校

っていうこの目標が達成していけるのかどうか。

そのあたりを教えてください。 

○教育部長（中川 清）１番目については、こ

れまでお答えしていましたように、特に小中一貫
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教育の推進、９年間の中の仕組みをしっかりして

いきたいと。教育再生会議の中でも議論がありま

したとおり、２０１６年には、今、小学校、中学

校、この二つだけの学校種であるものが、これら

の連携型あるいは一体型の小中一貫校という学校

種ができると。私どもはこれの、いわゆる制度設

計を見ながら東郷地域の小中一貫校の整備の補助

も検討していく必要があるのかなというふうに思

っています。 

ですから、ここにはいろいろ書いてございます

が、小中一貫校という今までの９年間の切り分け

をしながら、その中で十分充実した授業の展開が、

それを連携をしながらやっていきたいという思い

で１番目に記載しているところでございます。 

 二つ目のフッ化物洗口の分については、おっし

ゃるとおり、教職員の中から一部反対の御意見も

あります。それは、いわゆる市民福祉部でそれぞ

れのステージごとにフッ化物の、もう塗布の作業

をしておりますので、安全性については特に問題

はございません。これ、私、市民福祉部長のとき

から－このフッ化物洗口の部分を教育委員会と

して連携をしたという形－同じでございます。 

 ただ、４８校、一応、学校教育課の担当の指導

主事のほうの努力もありまして、全ての学校にお

いての一応の説明は終わっております。来年から

すぐ４８校全部できるのかっていうのは難しいと

ころもありますが、ここについては、おおむね前

期５年間の間には４８校全部ができるような形に

持っていけるのではないかと。それを目標として

いきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。よろしいですか。 

○委員（小田原勇次郎）済みません、１点だけ。

先ほどの井上委員との補足的な質問でした。 

 前回の第１次総合計画の中で、この教育の中で

幼児教育の振興ということで、幼児教育について

も明確にうたっておったんですが。今回のこの計

画では、いわゆる先ほど部長が御答弁された幼保

小連携、この１本だけで。もう、いわゆる幼児教

育への振興というのは、ここで政策的には、網羅

していくっていう考え方でよろしいんでしょうか。 

○教育部長（中川 清）今、小田原委員がおっ

しゃった分については、少し私もここの書きぶり

だけは、ちょっと弱いのかなっていう気はしてお

るんですが。幼児教育の重要性っていうのは、一

方では子育て支援の中でも入ってまいりますし、

その観点で、あえて幼保小の連携っていう、ここ

に限定をしたところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（小田原勇次郎）わかりました。 

○委員（川畑善照）今のに関連するんですけど

も。今、幼保一体となって幼稚園、保育園がなっ

てきつつありますね。そうなると、小１プロブレ

ムというのは当然必要になってくるだろうとは思

うんですが。やはり保育園は福祉、幼稚園は教育、

ここがしっかりしてもらわないと、この小１プロ

ブレムは余り必要でなくなるように幼保のところ

でつくっていかなければいけない。そして、その

幼保の学園というのは、どっちかちゅうたら特徴

のある、自立性のある子どもたちを育てようとし

てる。 

ところが、小・中は義務教育だ。だけど、小・

中で、先ほど出ました落ちこぼれをなくするため

には、特徴のある子どもたちを育てて、就職でも

活躍できる、そういうことも考えていかなければ

ならないと思うんです。というのは、前よくあり

ました、ホワイトカラー、ブルーカラーとありま

すけれども、そういう立場でも、どこでも働ける。

高校に行かなくて就職した場合に、落ちこぼれに

ならずに、逆にそれを利活用できる。そういう教

育というのも義務教育の中で必要だと思うんです

よ。これをどう考えていかれるのかというのが、

ちょっと幼保小の関係でちょっと感じましたので、

どういう方向で進められるのかなと思いました。 

○教育部長（中川 清）まず、今回、来年の

４月から新しいシステムが始まりますが。このも

くろみっていいますのは、簡単に申し上げますと、

待機児童がふえている保育園、それから一方で定

員割れが続いている私立幼稚園。この私立幼稚園

を使って、いわゆる認定こども園化することによ

って、いわゆる保育に欠ける子どもたち、言葉で

いうと２号認定者、３号認定者、ここを入れるこ

とによって全体の待機児童を少なくするというの

が一番の国のもくろみでございます。 

このため、今回、私立幼稚園の所管については、

新しい施設型給付を受けるという子育て支援課の

ほう、市民福祉部のほうに業務の移管をしたとこ

ろでございます。 

 ここの小１プロブレムの関係っていいますのは、

これが認定こども園でいろんなパターンになって

も、当然そのところでやるべきところと、それか
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ら小学校の１年生になったときに、なかなか難し

い子どもたちを、先ほど井上委員のところで説明

しましたとおり、きっちり情報の共有化をしなが

ら早い時期に対応ができるような仕組みづくりを

したいということで規定をしてございます。 

 それから、全体、しっかりした教育を、いわゆ

る９年間の義務教育課程の中でやろうというもの

が、先ほどから申し上げております小中一貫教育

の推進と、２番目の知・徳・体の調和のとれた生

きる力を育む教育の推進。この二つの中に私ども

の計画っていうか、方針を規定をしているという

ことで御理解いただければと思います。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）よろしいですか。 

○委員（福田俊一郎）３９ページの標準学力検

査についてお尋ねしたいと思いますけれども。 

今回、先日のファックス等でも来年度から、時

期は明確ではありませんでしたけれども、もう第

２土曜日に午前中分、授業をしていこうというこ

とでございます。 

 鹿児島県の学力検査、全国の学力検査を受けて、

大変厳しい学力結果が出た中で、鹿児島県も本腰

を入れて、これは学力に力を入れていかないかん

ということでありますが。そもそも新学習指導要

領で教科の内容も２割、３割充実する中で、先刻、

どこも学力については力を入れているところであ

りますけれども。ただ、本県の場合は３０人学級

ちゅうところがまだ全学年実現していない中で、

一方で、評価制度は相対評価から絶対評価にかわ

って、それぞれの先生方の持つ、それぞれの個性

というか、才能というか、タレントの中で子ども

を学習別評価で見ていくということでありますか

ら、子どもに対する評価が本当に、高校あるいは

大学はペーパーテストですので、そこに本当につ

ながっているのかなっていう気もするわけです。 

 先日の、きのうですか、きのうの新聞でも現在

の小学校６年生が高校に上がるときには小論文等

もということで。さらに、こういう学科とは別に、

書く能力とか読む能力、さらに必要になってくる

中で、さらに、私は全国の格差が広がってくるよ

うな気がしてならないわけです。 

 今回、鹿児島県も本市もそういうことで、こう

いう学力については力を入れていこうという方向

なんですが。このＮＲＴの現状値と、それから目

標値を見ますと、５１から、小学校は５２と。中

学校は４９から５１ということでありますけれど

も。この目標値を設定された根拠と理由等があれ

ば、あると思いますので、そこは御説明いただけ

ればと思います。 

○学校教育課長（原之園健児）学力につきまし

ては、先ほど御指摘があったように、大変厳しい

状況が本県においてもございます。そして、活用

する力という、基礎・基本を大事にするとともに、

その基礎・基本を生活の中に活用していく力。そ

して、自分の考えを論理的に伝えたりする力、そ

ういうことが今、求められている学力でございま

す。 

そして、それが、先ほど御指摘がありましたよ

うに、大学の入試のテストの改革につながってい

るということもおっしゃったとおりでございます

が。本市におきましては、学力を全国学力状況調

査だけでなくて、鹿児島学習定着度調査、そして

目標値に掲げておりますＮＲ検査、この三つを総

合的に見て子どもたちの学力を見ていきたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 現実的には、小学校は全国平均並み、そして、

中学校は若干少し落ちるという状況がございます

んで、偏差値を一つ上げるということは非常に難

しい部分もございますけれども。それを小学校は

５２、中学校は５１としましたのは、努力をして、

その中で結果としてあらわれるであろうというこ

とでこの数字を１段階、２段階に上げるというこ

とで目標設定をしたところでございます。 

○委員長（持原秀行）よろしいでしょうか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）では、質疑は尽きたと認

めます。 

 以上で、施策１を終わります。 

 次に、施策２について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）４１ページ、

４２ページを開いていただきまして、施策２、「地

域全体で子どもを守り育てる環境整備」でござい

ます。 

 まず、現状と課題についてでございますが、三

つでございます。 

 ①におきまして、るる記載してございますが。

２行目から３行目、地域ぐるみで青少年の健全育

成を図る必要があるっていうことは今後も課題で

ございます。また、次の段落におきまして、地域

での活動自体が低下しており、学校外での活動機
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会や活動成果を発表する場が不足しているなどの

環境の変化が見られることから、それに対応した

取り組みも必要だというふうに、ここに書いたと

おりでございます。 

 ②におきましてでございますけれども、２行目

から３行目、地域での教育力を充実させる必要が

ございます。「また書き」から、その後になります

が、「学校や家庭、地域の全ての関係者が一丸とな

って、協働で教育を推進する仕組みづくりが求め

られている」という現状を示しております。また、

少年自然の家におきましては、諸取り組みを行い

ながら、今後さらに利用者が満足するプログラム

の開発や広報活動の充実に加え、蓄積した体験学

習ノウハウを生かして、指導者の指導力向上を図

る必要があるというふうにまとめたところでござ

います。 

 また、③につきまして、青少年の部分でござい

ますが、最後の３行になりますけども。相談員の

資質向上を図りますとともに、青少年市民会議等

も含め関係機関と総合的なネットワークを構築し、

連携を強化をしていく必要があるというふうに整

理をしたところでございます。 

 これを受けまして、４２ページ上段の施策の方

向性は三つ。 

 まず、一つ目に、地域の教育力向上でございま

すが、保護者、地域、学校ぐるみで青少年を育て

る環境づくりを進めることを。二つ目には、青少

年育成活動事業の充実を図るという形でしており

ます。これは街頭補導や地域で実施される取り組

みについてでございます。三つ目には、学校支援

ボランティア事業を推進することといたします。

四つ目には、コミュニティスクールを中学校区に

設置し、地域とともにある学校づくりを積極的に

推進することが地域全体での教育を高めるってい

う形で整理をしたところでございます。 

 二つ目に、指導者の指導力向上につきまして二

つでございますが、前段いろいろ書いてございま

すけれども、青少年育成指導者の研修機会の拡充

を図っていくことといたします。二つ目には、青

少年育成指導者の交流機会の拡充を図ることで、

その対応を図っていくことにしたものでございま

す。 

 三つ目に、総合的なネットワークの連携につき

ましてでございますが、青少年育成市民会議の構

成拡大を図り、総合的なネットワークの構築によ

ります強化を図っていく。後段のほうに、青少年

の育成を地域全体で取り組んでいくという形の方

向性を示しております。 

 目指すべき方向は、４１ページ中段でございま

すけども、家庭・学校・地域が連携・協力し合っ

て、次世代を担う青少年を守り育てているってい

うのが最終目標でございます。 

 そのため、成果指標と目標値でございますが、

四つ。一つ目には、市民アンケートによりまして、

青少年に対します健全育成が図られていると思う

市民の皆さんの感覚でございます。これは７０％

から引き上げます。二つ目には、コミュニティス

クールの設置数につきまして、現状１校に対しま

して、目標は５校まで拡大すること。三つ目には、

学校支援ボランティアの登録者数及び実施件数と

いうことで、ごらんのように引き上げる考え方で

ございます。また、四つ目には、地域の青少年

（健全）育成会の活動回数及び活動人数につきま

して、その拡充を図るという形といたします。 

 最後に、右側の役割分担でございますが、市民

につきまして三つの区分けをしてございます。 

まず、「（市民）」につきまして、子育て力の向上

を図ることを促し、地域活動への参加も促進した

いと思っております。加えまして、学校支援ボラ

ンティアの登録もお願いをします。二つ目の「（事

業者）」につきましては、補導活動等について取り

組みをお願いし、二つ目の学校支援ボランティア

など地域の学校を支援する活動に取り組んでいた

だくことを促します。加えまして、地域や行政と

協力し、青少年の育成に努めましょうといった形

の啓蒙でございます。「（地域・団体）」につきまし

ては、五つほど記載してございますが、青少年健

全活動の推進に努めていただくことを。補導活動

の推進にも御協力いただくことを。それと、地域

で子どもを守り育てるという気風を高めることを。

それと、郷土芸能等の伝承など、地域での教育力

向上に努めることを。最後になりますが、市民会

議の方針に沿いまして、事業所、行政と連携し、

青少年の育成に努めましょうということでいたし

ております。 

なお、行政につきましては、三つでございます

が、一つ目は、青少年の社会参加活動の推進、団

体の支援、育成環境の整備に取り組むことを書い

てございます。二つ目には、地域の人材に関して

は、コミュニティスクールの設置及び学校支援ボ
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ランティア事業に取り組む方針を。三つ目には、

地域や事業所と連携し、青少年の育成に努めてま

いりますという姿勢を示したものでございます。 

 説明は以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りました。 

 これより質疑に入ります。御質疑願います。 

○委員（井上勝博）現状のところで、依然とし

て声かけ事案が発生しているということなんです

が、これは年間発生というのは大体どのぐらいあ

るもんなのかということ。 

 それから、ＳＮＳでのいじめ等、内容が多様

化・複雑化しているということなんですが。この

ＳＮＳの場合っていうのは、ラインとかフェイス

ブックとかツイッターとかいろいろありますけれ

ども、どういった形でのいじめなどが現状として

あるのか、お尋ねしたいと思います。 

○社会教育課長（橋口 誠）社会教育課でござ

います。 

まず、声かけ事案でございますが、市内でいろ

んな小学生、中学生が登校中、下校中にいろんな

見知らぬ男性、おじさんだと思いますけれども、

声をかけられたという事案が結構、月に三、四回

は出てまいります。それで、各警察のほうから各

学校、また、私どもにもいろいろメールは届いて

おりまして、それぞれ私どもはそういう場があり

ましたら、青少年教育指導員の補導活動もござい

ますので、その点を重点的に回ったり、また、各

地域青少年育成会議の皆さんには、その点、子ど

もたちへの注意喚起も行っていただくということ

で、結構、多い状況でございます。 

 また、ＳＮＳのいじめ等につきましては、ツイ

ッターとかモバゲー、いろいろございますけど、

ミクシィとかいろいろございますが。現在で一番

問題になっておりますのは、子どもたちがスマー

トフォン、またテレビゲーム、それが全てつなが

っていると。ほいで、子どもたちが、先日も青少

年育成のつどいがございまして、警察の方の御説

明もあったんですが、子どもたちが外で遊ばなく

なってると。今は自分の部屋にこもって勉強して

るかと思うと、スマートフォンとかパソコンとか

でいろんな情報の中に入っていって、いろんなこ

と、特に、言いにくいことですが、高校生の女性

とかいう、女性とかいろんなことで危ない場面に

陥っていくことも非常にあるということ、おっし

ゃっておりました。ですので、子どもたちがちゃ

んと家の中でいて、部屋で勉強してるかどうかっ

ていう、その辺はちゃんと御家族の皆さんは注意

していただきたいということ、強く言っていらっ

しゃいました。 

 またそれと、今、役所もです、公民館もですが、

Ｗｉ─Ｆｉの設備機能がございます。要するに、

ゲーム機を持ってましたら無線ＬＡＮでいろんな

情報とれるようになってます。だもんですから、

小学生の子どもたちが結構公民館とかコンビニの

前にたむろしてると。昔は、高校生とかヤンキー

のお兄ちゃんたちがコンビニの前に座ってました

が、今は小学生ぐらいしかいないそうです。あと

の子どもたちはもう自分の家とか友達の家の中に

入って、そういうスマートフォン、ゲームでそう

いういろんなことをやってると。いろんな問題が

生じてるというお話をいただいたところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）ＳＮＳ、スマホとか、そう

いったものはもう、要するに時代の発展、科学技

術の発展によって普及していくものであって、要

は、それを活用する子どもたちの側の上手に活用

するという教育というか、そういうものが大事だ

というふうに思うんですけども。そういったスマ

ホだとかＳＮＳなどで子どもたちがそれを上手に

利用できるような教育という点ではどういうふう

にされてるんでしょうか。 

○教育部長（中川 清）これ、４０ページにお

帰りいただきまして、この中で、知・徳・体の調

和のとれた、生きる力を育む教育の推進、三つ目

のひし形のところ。「いじめのない学校づくりの取

り組み、命の大切やいじめ問題を考える授業を実

施・公開します」っていうふうにありますが。特

に、今ほど課長のほうからも説明がありました、

現在のいじめの問題っていうのは、こういったＳ

ＮＳ含めた、こういう私どもが予想だにしないよ

うなところで発生をしてるということで、学校に

おいては具体的に、今ほど課長が言ったような事

例等、あるいは正しい使い方というものをこの中

で規定をしたところでございます。以上でござい

ます。 

 また、社会教育分野については、４２ページの

地域の教育力の向上と、それから指導者の指導力

向上ということで、こういった現状を地域、団体
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それぞれ情報を共有した中で、必要な手立てをし

ていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）成果指標の設定の仕方で

１点、質問します。 

 今、ここに四つの項目の成果指標が設定されて

るわけですけど、今ありました、非常にＳＮＳで

のいじめなど含めて、内容が多様化・複雑化して

いるということもあって。ということを認識した

上で生活指標を考えるときに、どうしてもこれじ

ゃ不足してると思うんです。何が不足しているか

といいますと、こういう活動を地域全体で子ども

を守り育てる環境整備をどんどん強くしていった

結果、充実させていった結果、じゃ、児童生徒は

それをどう感じているのかということなんです。 

 結局ここにありますように、先ほど言いました

が、ＳＮＳなんかを使っていじめとか、例えばす

るようなことであれば、これはわからんわけです、

周りでは。本人たちがどう思うかなんです。 

したがいまして、そこまでやっぱり本人たちが

ある程度、ああ、もう守られてるから、これはや

っぱり言うこと聞かないかんなというようなこと

を感じる、そういうことを感じるような環境とい

うのをつくっていかないと、結局この内容の多様

化ということに対して押さえられてないと思うん

です、この部分が。 

 と思うんですが、そういう意味からして、成果

指標のあり方というのはどうも不十分じゃないか

と思うんです。わかりやすく言いますと、一番上

が市民アンケートです。青少年の健全育成が、と

あって。その下のコミュニティスクール、学校支

援ボランティア、一番下の地域の青少年育成会、

ここにデジタルの数値があるんですけど。こうい

う活動をした結果、ですから、児童生徒がどう思

ったのかと。こういう活動を通じて、ここには回

数だけしか載っていませんが、こういういろんな

活動をされた結果、児童生徒が何を感じて、どう

思っているのかというのが指標の一つになるべき

だろうと思うんですけど、いかがですか。 

○教育部長（中川 清）ここの施策の２は、非

常に施策１と切り分けが非常に難しいところがご

ざいます。今おっしゃいましたように、いじめを

含めて、地域全体で防止をする。それから、学校

でやる。あるいは子どもたちがどういうふうに思

っているのかっていう部分については、学校の中

でも把握をするということになってきますので、

今ほど委員がおっしゃいましたものにつきまして

は、３９ページ、施策の１の中、成果指標と目標

値、学校に行くことが楽しいと感じる児童生徒の

割合、これも漠然としてるんじゃないかというよ

うなことかと思いますが。この中で、私どもとし

ましては、全体のいじめを含めたものを含めて、

この成果指標の中で位置づけたというふうに考え

ております。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）そうであれば、３９ページ

の学校に行くことが楽しいと感じる児童生徒の割

合という、この調査をするときに、やはりこの施

策２に該当するようなところでどう感じているか

というところを調査する機能がないといかんわけ

です。３９ページのこのところでは、学校に行く

ことが楽しいと感じる児童生徒の調査って、これ

じゃちょっと、ここはフォローできないなと思っ

たもんですからこういう質問をしたんですけど。

いずれにしても直接的に、地域全体であなた方は

守られてるんだよということを、どのぐらい感じ

てるかというのを調べるという方法論がこの

３９ページで網羅できるんですか。 

○教育部長（中川 清）教育振興計画っていう

のを今、策定の準備中でございます。これは、今

ほどおっしゃいました全体のアンケート調査、そ

れから、それを今度はもう少し切り分けをして具

体の目標数値っていうのを設定しております。今、

その作業をしておりますので、その中で具体の数

値、例えばいじめの状態であったりとか、そうい

った目標数値については規定をしていきたいとい

うふうに考えております。全体的には総合計画の

基本、成果指標と目標値があって、それを踏まえ

てもう少しそこのデータを、これは教育委員会で

も話をしてるんですが、こういったアンケートで

はしっかりした数値がわからないんじゃないか。

だから、それを細分化したようなことでの目標値

をつくって、それを毎年度検証する仕組みってい

うのを今、検討中ですので、委員の意見はそちら

のほうに反映をさせていきたいというふうに考え

ております。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）教育振興計画の中で、具体

的数値を規定していかれるということ。いかれる

というか、それを検討されるということなんです
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が。地域の、保護者を含む地域におられる方々が、

つまり直接子どもたちを守らにゃいかんというふ

うに動いておられる方々が、わかる情報というの

はこれしかないわけですね。ですから、教育振興

計画の細分までがその方々にわかるかって、それ

はなかなかわからないと思うんですよ。ですから、

ここでそれを規定しないと意味がないと思うんで

す。いかがですか。 

○教育部長（中川 清）教育振興計画の周知の

仕方も含めまして、今、基本計画の中で盛るべき

か、再度、教育振興計画のほうの下の数値として

すべきかっていうのは、持ち帰って検討させてい

ただきます。 

○委員（成川幸太郎）今の谷津委員のと関連す

るんですが。今の成果指標と目標値のところで、

地域全体で子どもを守り育てる環境整備っていう

ことでは、ここに書いてあるコミュニティスクー

ルの設置っていうことは、非常に大きな力を発揮

していけるんじゃないかと、実態を把握するにし

ても。その割には、今現在、現状値は水引で実験

的にやられてる件だと思うんですが。そこの水引

を踏まえて、もっとスピードアップすべきじゃな

いんだろうかと、これを具体化するためには思う

んです。これ５年で５にふやすって、四つしかふ

えないっていうのはちょっとスピードが鈍いんじ

ゃないかなと思うんですが。ここの数値をもっと

具体的に、今、言われるような、各、今のいじめ

の問題であるとか、いろんな問題を実態把握して

いく意味ではコミュニティスクールが大きな力を

発揮するんじゃないかと思う。それに対するちょ

っと目標値の設定というのが、もう非常に少ない

んじゃないかっていう気がするんですけども。ど

うでしょう。 

○教育部長（中川 清）文科省のほうでコミュ

ニティスクール（学校運営協議会）の仕組み、こ

れ具体的に言いますと、学校経営まで地域のほう

が物申すことができるというような仕組みづくり

になってございます。簡単に言いますと、人事に

ついての意見の具申ができるというようなことに

なってございますが。現在での鹿児島県におきま

しては、こういった地域が学校と一体的に学校の

運営に携わっているっていう仕組みはございます。

ですから、今の既存の協議会も全部の学校にある

わけです。これについて、やはりモデルケースの

中でいろいろ出る中では、既存の仕組みとどうい

うふうに違うのか、あるいは言った場合は運営の、

直接携わるものと、それから責任というものも当

然出てまいりますので、今のところ、現在の仕組

みとどう違うのか、あるいはそれを積極的に自分

たちがどういうふうに携わっていくのかっていう

のもありまして、現状としては５年間で１とした

ところですけども。ここの部分については、それ

をここで甘んじるっていうことだけではなくて、

引き続き地域の皆様方に御理解いただきながら、

この１から一つでもふやせるように努力はしてい

きたいというふうに考えております。 

○委員長（持原秀行）よろしいですか。 

○委員（小田原勇次郎）１点、御質問をいたし

ます。 

 青少年教育っていう観点で、私は常々ちょっと、

いわゆる何ていうんですか、うまくいってないと

いう部分、地域力を活かすっていう部分について

なかなか機能しておらないなという感。私も地域

活動を長くやってきてますので、特に青少年の、

いわゆる健全育成会の活動等がなかなか活性化で

きておらないなと。これは私の個人の認識ですか

ら申しわけないんですが、そういう認識を持って

おります。 

 今後の考え方として、部長。青少年教育は当然

教育の観点もわかるんですが、地域力を活かすっ

ていうのであれば、生涯学習的な発想の中に世代

間交流であるとか、地域を活かしていくっていう

部分であれば、当然、自治会も動かなきゃいけな

いし、コミュニティ組織も、いわゆる動いていか

なきゃいけない。更生保護女性会なんかも社会団

体も動いていかなきゃいけないっていうことであ

れば、果たして教育委員会のほうが主導をしてい

っていいのかなと。むしろ、いわゆるコミュニテ

ィサイドのほうが、教育委員会はサイドのほうに

施策として入れとっていいんですよ、当然教育で

すから。ただ、実働とした中に、コミュニティを

網羅した活動の中にうたい込んでいく必要がない

のかなと。そうしないと、地域がなかなか動きづ

らいんじゃないかなというのを私は常々思ってお

るところがあるんですが。果たして教育委員会サ

イドだけで青少年教育を進めていっていいもんで

しょうか。そこあたりをちょっとお考えを聞かせ

ていただきたいんですが。 

○教育部長（中川 清）これは、私の個人的な

意見なんですけど。個人の意見としては小田原委
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員と全く同じでございます。ただ、これも協議会

でやっていただける－私はもうみんなから、す

ぐおまえは仕事をほかにやるっていうふうに言わ

れる常習犯でございまして－ですから、そうい

ったものを含めて、誰がどこでやったほうが一番

効率的なのかっていう部分については、今後十分

関係課のほうと協議をしていきたいと思います。

これ、今から協議をするということで、あくまで

も私個人の意見ということでお聞きいただければ

と思います。済みません。 

○委員（森満 晃）済みません。関連しまして、

今の成果指標等で、育成会の活動回数や活動人数

とありますけど、これには声かけ事案等の、補導

等のそういった回数だとか人数も入っているのか

が１点と。ここに活動回数や活動人数の現状値と

目標値があるんですけども、活動等こういうのを

それぞれでやってらっしゃるんで、これに目標が

要るのかなって。十分されてらっしゃるんじゃな

いのかなっていうのが１点です。 

 それと、今、子どもたちのこういった指導等が

あるんですが、どうなんでしょうか。今、地域ぐ

るみ、自治会、そういった方面とは何とかそうい

う子どもたちを守ろう、育てていこうという観点

はあるんでしょうけども。実際の子どもたちの親

の観点から、今の保護者が本当に、もう学校に丸

投げじゃないけど、地域に丸投げといった部分で、

非常に教育サイド側も苦慮されてるんじゃないの

かなって。もう本当に役をしたり、もうＰＴＡ会

長でもしようもんなら、もう貧乏くじを引いたぐ

らいに言われて。どうしても親たちが楽をして楽

をしてっていうような、そういう部分があって。

非常にそういった面では、また何かあるとモンス

ペみたいにわあわあ言ってくる部分があって、学

校側だとか教育サイドも非常にその辺の、昔と違

って対応に苦慮されてるんじゃないかなと思うん

ですけども。そういう親と子どもが一緒に勉強す

る、学んでいくっていうのを私なんかいつも考え

て何かあれば役をしたいと思ってるんですが。 

そういう部分での何か教育サイドの保護者との、

子どもたちとの一緒の連携で、親と一緒に育てて

いくっていう部分を何かいろいろと対応を考えて

いらっしゃるんでしょうか。 

○社会教育課長（橋口 誠）成果指標の育成会

の活動回数、活動人数、ここに上げなくてもいい

んじゃないかという御意見。でも、私ども、それ

ぞれの１４の地域の青少年育成会がございまして、

それぞれの活動をいろいろお世話させていただい

ております。この人数が、現状値がこういう数で

ありますけれども、やはり地域でそれぞれのＰＴ

Ａとか愛護委員の方々もいらっしゃいます。それ

ぞれの中で地域で守っていただいて、それと、い

ろんな活動をしていただきながら青少年の健全育

成に寄与していただくということで、これが伸び

ていってくれれば、まだまだありがたいなと思っ

てるもんですから、この回数を入れさせていただ

いたというところがございます。 

 それと、親と子が一緒に学んでいく場というこ

とでございます。私ども市民大学講座なんかに、

夏休みに親子の講座なんかも設定させていただい

たりします。 

 また、青少年健全育成では、少年自然の家の所

長も来ておりますので、ちょっと少年自然の家所

長の御意見も。 

○少年自然の家所長（上村実行）少年自然の家

でございます。少年自然の家では、いろいろな形

で体験活動を準備しております。その中では、親

子で一緒に取り組むっていうのも大きな視点で取

り組みまして、主催事業あるいは受け入れの中で

も行っているところですので、地域全体で守り育

てる中で、少年自然の家も大きく寄与していきた

いと考えているところでございます。 

 以上です。 

○教育部長（中川 清）成果指標にはなかなか

なじまないんではないかと。おっしゃるとおりだ

と思うんですが。これをあえて入れた理由は、現

状と課題に書いてありますとおり、①で、現状は、

青少年健全育成活動への参加者は減少傾向にある

と。もうこれが一番問題になってございます。で

すから、当然、少子化であったり高齢化が進む、

携わる方々、大変少なくなってくると。これをあ

えて入れたのは、それをきっちりそういうふうに

中心的、難儀をされる方々に、また、難儀をされ

るのかもしれませんけども、そういった目標値を

あえて上げることによって、この減少傾向を何と

か食いとめていきたいという思いのあらわれであ

るということで御理解いただきたいと思います。 

 それから、家庭の教育の部分については、市民

と行政の役割分担の「（市民）」の中で、親子で地

域活動に参加しましょうというようなものは入れ

てございますが。現実的には、今、委員のおっし
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ゃったようなことですので、これについては、既

存の施策あるいは今後の具体の施策の中で検討し

てまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ほかにはございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）では、質疑は尽きたと認

めます。 

 以上で、施策２を終わります。 

 次に、施策３について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、資料は

４３ページ、４４ページでございます。 

施策３、「学び活かす生涯学習と多文化共生の推

進」でございます。 

 まず、現状と課題となりますが、四つ、掲げて

おります。 

 一つ目、生涯学習についてでございますが、ず

っと書いてございますけど、後段のほうになりま

すけれども。生涯学習については、参加者の動向

や利用者のニーズに合わせて、その内容を見直し

ていくっていう形の必要性に迫られております。 

 二つ目に、②でございますが、「人材バンク等」

で書き出ししてございますが。これらの生涯学習

活動をするに当たりまして、２行目から３行目に

なりますけども、適切な講師を引き合わせるコー

ディネート機能を構築していくっていうことが、

その機会の確保っていう形で重要であると考えて

おります。また、後段におきまして、豊富な経験、

専門的知識を有します指導者を育成し、人材バン

クへの登録を進め、その活動の支援を行っていく

という環境整備の必要性を考えております。 

 三つ目につきましては、社会環境等の複雑化、

変化に伴いましていろんなことがございますけど

も。最終行になりますが、社会教育団体や家庭教

育学級への活動支援など、さらに積極的に取り組

む必要があるというふうにしております。ここに

は不登校、引きこもり、種々の問題が顕在化して

いることを踏まえた記載でございます。 

 四つ目におきまして、多文化共生に関し、特に

国際理解、教育等に関して記載してございますが。

３行目におきまして、市民の国際理解、国際協

力・多文化共生の意識は高くないのが現状でござ

います。しかしながら、グローバルな部分等がご

ざいますので、下から３行目に書いてありますと

おり、地域、学校等での異文化交流の拡大を図る

とともに、外国人の方々が地域内におきまして参

加しやすい環境づくりを進め、国際理解を深める

多文化共生の普及啓発を図る必要があるというふ

うに整理をしております。 

 右側の施策の方向性は、課題に対応し、四つで

ございますが、一つ目に、生涯学習の展開とネッ

トワーク化といった部分では三つ。生涯学習を進

めるための環境整備と学習成果の活用を図ってい

くことを。二つ目には、生涯学習に関します情報

の提供及び相談体制の充実を図ることを。三つ目

には、いろんな拠点がございますけど、市内全域

の地区コミュニティセンターとのネットワーク化

を図りながら、地域での生涯学習活動のさらなる

充実を図ることを記載してございます。 

 二つ目には、生涯学習を進めるコーディネート

機能の充実とし、二つ書いてございますが、人材

バンク「すてきびと」への登録を促進し、その普

及・活用を図ることを。二つ目には、最後の行に

なりますけど、指導者の育成とその活動支援を図

っていくことをここに掲げてございます。 

 三つ目に、家庭の教育力の向上につきましては、

社会環境の変化等によります家庭の教育力低下を

補えるように、地域や各世代が支える支援体制を

構築していくことを示しております。 

 四つ目に、多文化共生の推進におきましては、

幅広い国際交流活動を促進し、市民の理解を深め、

国際協力意識の高揚を図ることが一つ目に、二つ

目には、国際交流活動を通じ、その醸成を図って

いくことといたします。 

 目指すべき方向は、４３ページ中段でございま

すが、いつでも・どこでも学ぶ機会が提供され、

日常生活で生きがいや充実感を感じており、併せ

て国際理解が進んでいるっていうことを最終の目

標といたします。 

 成果指標と目標値につきましては、全て市民ア

ンケートによります間接的な部分になりますが、

日ごろ、生涯学習に取り組み、生きがいや充実感

を感じている市民の皆さんの割合を伸ばすことに。

また、二つ目、生涯学習に取り組みやすい環境が

整っているという感覚的なものになりますが、こ

れを伸ばすことを。三つ目には、国際理解が進ん

でいると感じておられる市民の割合を掲げたとこ

ろでございまして、今、調査をしておりますので、

近々、現状値と目標値の設定といったものができ

るというふうに考えております。 
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 最後になります。役割分担に関しまして、市民

のほう、「（市民）」におきまして、人材バンクへの

登録。二つ目に、公民館等を積極的に活用するこ

とを。家庭で学習習慣づくりを図ることを、国際

理解を深め、交流を深めるという姿勢に取り組ん

でいただくことを。「（事業者）」におきましては、

保護者の役割や重要性を理解しながら、雇用環境

の整備を努めていただくことを。市が実施いたし

ます家庭教育支援施策につきまして、積極的にサ

ポートいただきたいことを。国際理解を深めるこ

とも記載してございます。 

 なお、「（地域・団体）」につきましては、地区コ

ミュニティセンター等を活用した幅広い生涯学習

活動が地域住民主体で進めていただくような形の

方向性を御理解として求めるものです。また、子

どもの健全な育成支援及び交流会や各種講座等の

開催等も求めていきたいというふうに考えており

ます。 

 最後になります。行政の役割としましては、地

域の人的・物的資源の発掘と連携、保存、活用を

図ることで生涯学習に貢献したい。二つ目には、

家庭教育に関します情報の提供、技術的な助言な

ど必要な支援を行うことを。また、国際理解に関

しましては、団体の育成、友好都市との交流、多

文化共生にかかわります普及啓発を図っていくこ

とをその役割としたところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りました。 

 これより質疑に入ります。御質疑を願います。 

○委員（井上勝博）現状と課題のところで、学

習ニーズがあっても人数が集まらない、適切な講

師がいない等の理由ということで、講師のことな

んですが、あるところで聞いた話ですけれども、

講師料はほとんどないと。ほとんどボランティア

でやられてるんですっていうことで、なかなか講

師を見つけるのは大変なんですっていうお話を聞

いたことがありまして。それで、今、講師料って

いうのはどういうふうになってるのか。現状をお

聞かせ願いたいと思います。 

○社会教育課長（橋口 誠）私どもは社会教育

課、要するに中央公民館と各地域公民館がそれぞ

れ市民大学講座を開設させていただいております

が、基本的に２時間５,０００円の謝金をお支払い

させていただいております。また、それぞれ自主

学級もございます。自主学級では、それぞれの自

主学級の中で、講師の皆さんには公民館講座と余

り遜色ない程度の謝金をお支払いいただきたいと

いうことでお願いをしているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）やはり講師がいないという

背景の中には、やっぱり２時間の講演をするのに

やっぱり準備を相当されたりするわけで、とても

５,０００円で本当に本格的な講演が聞けるんだろ

うかというところがあるわけです。ちょっとそう

いった講師料などをやっぱりもっと充実っていう

か増額するというか、そういうふうな形でして、

講師を育成するというそういうことが必要なんで

はないかというふうに思うんです。 

 それから、国際理解を広めるために云々という

ところなんですが、最近は、市内ではないとは思

うんですけども、民族差別をもうあからさまに、

もう民族を差別すると、ヘイトスピーチとかそう

いったものが問題になっておりますけれども。こ

こで余り意識は高くないというような評価をして

るわけですが、これは、例えば薩摩川内市におい

て、ヘイトスピーチというものはないにしても、

やっぱりそういう現状があるのかどうかというこ

とは、ちょっと何かそういう情報はございますか。 

○商工観光部長（末永隆光）最近、ヘイトス

ピーチということで報道等でも流されております

けれども。本市においては、私が聞く限り、こう

いったヘイトスピーチのようなもの、あるいは外

国人に対するいじめ的なものにつきましては、把

握してないという状況であります。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）意識は高くないのが現状で

すというふうな評価のされ方してるんですが、こ

れはどういうことをあらわしてるっていうか、ど

ういう現状を言ってらっしゃるのか。 

○商工観光部長（末永隆光）意識は高くないと

いうふうにまとめておりますが。これについては

国際交流協会というのがございまして、その会員

数が、一般会員が以前は５００名を超えてたんで

すが、これが最近になって若干ずつ減少してきて

いるという状況もございます。そういったことを

勘案しまして、なかなか国際理解が進んでいない

というふうに評価をした次第であります。 

○委員（谷津由尚）目標値のところで、市民ア

ンケートの一番上、生きがい、充実感を感じてい
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る市民の方の割合が５２％ということになってる

んですけど。恐らく５２％ということは、地域に

よっては本当にもう半分もいかないところもある

のは事実でしょうし、７割、８割いってるところ

もあるでしょうし。そう考えたときに、今後の施

策の方向性として、生涯学習を進めるための環境

整備を促進しますよということを当然おっしゃっ

ておられるわけですけど。そうであれば、この成

果指標は、これではやっぱり不足だろうと思いま

す。もっと具体的に言いますと、例えばここには、

あらわす、あらわさないは別として、あらわさら

れないにしても、いろんなイベント回数ですとか、

どういうことをやったとか、そのときに何人ぐら

い人が集まったとか、そういうことをどっかで地

域ごとにある程度集約する、集計をするという機

能は絶対にないといかんわけですよ。 

 というのは、この現状値５２％は、目標値はこ

れより、上げなきゃいかんという目標を組まれて

ますが。これが上がらんかったら、どうするんで

すかということなんです。５２％です、半分です、

今。ということは、これが上がるということは保

証はないですね。私、先ほど言いましたように、

地域によっては本当に低いところもあるでしょう

し、やはり全市的に生涯学習という非常に大事な

ことを推し進めていくんであれば、そういう細部

から見直すという機能は必ず必要であって、そこ

に何らかのデータを押さえていくということをや

っていかないと、次の手が打てないはずなんです。

その結果、目標値どおり上がればいいんですけど、

アンケートの結果、それが上がらんかったら、一

緒やったら、もう本当に、「じゃ、どうやって次は

手を打つんですか」ということになってしまうも

んですから、この辺のこと、ちょっとお伺いをし

たいと思いまして。 

まず、質問の一つ目は、細部まで今、押さえら

れておられますかというのが一つ目です。二つ目

が、どうもこの市民アンケートで、生きがいや充

実感を感じている市民の割合の方が５２％という

ところに非常に不安を覚えますので、成果指標と

してはもっとこれを具体的に出すべきだろうと思

うんです。とりあえず、この二つ、質問します。 

○企画政策部長（永田一廣）生涯学習について

はコミュニティ課が統括課になっております。事

業内容としてはコミュニティ課、少ないんですが、

御質問の２点ほどございました。 

 成果指標に関しまして、このアンケートだけで

はなく、実際の地域で行われてるイベント、生涯

学習活動の個別の事業の回数とか参加者を押さえ

ているのかどうかという点でございます。 

 年１回ですけれども、生涯学習推進本部会議と

いうのを－市長を本部長として、会議－開催

しておりまして。この中で、市役所の関係部署は

もとより、市内の地区コミあるいは地域の団体あ

るいは事業者が１年間に取り組んだイベント内容、

そして参加者概数について把握はしてきておりま

す。そういう実態ではございます。 

 それと、こうしたこのアンケートだけではなく

て、こういう具体的なイベント、行事等を一つの

成果指標として設定すべきだという御意見ではご

ざいますが。この生涯学習につきまして、かなり

幅広い分野にわたるテーマでございまして、その

把握っていうんですか、全体像の把握っていうの

がなかなか我々苦労している実態にございます。

一つの成果指標として、ほんと幅広い分野、何項

目にわたるかわかりませんけど、そうした作業は、

必要性は感じますけれども、総合計画基本計画に

掲載する指標としては、もうこの市民アンケート

によりたいと。この一本に絞って、絞ってといい

ますか、記載はさせていただきたいと思います。 

 なお、繰り返しになりますが、年１回ないし

２回の本部会議ですけども、各地域で行われてい

る事業活動につきましては、広く本部員あるいは

地区コミ等に投げて、さらに事業展開を拡大して、

今、いくような仕掛けはしていきたいと思ってお

ります。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）ということは、私は、今、

こういうふうに感じたんですけど。現状値の

５２％というところに余り、表現はちょっと妥当

ではありませんが、危機感みたいなものは感じて

おられないんだなということは、今、そういうふ

うに思いました。 

 それで、施策３の「学びを活かす生涯学習と多

文化共生の推進」となれば、どの程度、本市は力

を入れていくんですかということになるんです。

考え方として、もう今のレベルでいいんですよと

いうんであれば、恐らく今、部長が答弁いただい

た内容で私はいいと思います。どこを見ておられ

るかです。そこを教えてください。 

○企画政策部長（永田一廣）御質問は、この多
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文化共生……。 

［「いや、施策３」と呼ぶ者あり］ 

○企画政策部長（永田一廣）施策３、全体です

か。全体につきまして。なかなか難しい御質問で、

回答も大変つらいところがありますが。生涯学習、

本当幅広い分野、幅広い地域、事業主体でやって

おられまして。これを、言葉は簡単ですけども、

拡充して、それから市民に満足してもらいたいと

いう気持ちはありますけれども。その方向性はし

っかり持っておりますが、どの程度の規模という

方向にっていうのは、具体的にちょっと持ち合わ

せておりません。これが事実でございます。生涯

学習は今後も進めていかなければいけないという

テーマとしてはしっかり持っておりますけれども、

方向性とかスケールっていうんですか、そういっ

たのは具体的にちょっとお答えできないっていう

のが、申しわけございません、大変つらいんです

が、担当部局としてはつらいんですけれども、回

答とさせていただきます。 

○委員（谷津由尚）いや、ほとんど回答になっ

てないと思うんですけど。私は２番目に質問しま

した、そういうことだと思うんです。本市がこの

エリアでどこ、どういう状態を目指しているかと

いうのが、いまいちこれでははっきりしないと思

うんです。成果指標のあり方の設定にしても。 

確かに、今後の方向性としてここに大きく４点

ありまして、施策体系もここに明確にうたってあ

りますからわかります。これは理解できます。た

だ、この結果、どういうレベルで、今よりどうい

う形で市民の方に浸透させるんですよ、あるいは

進化させるんですよという、そこがどうも薄いん

です。そこがないと、私は現状維持でいいのかな

という解釈になってしまわんでもないなというふ

うに思います。明確な回答を得られませんでした

ので、恐らくそういう状態なんだろうと思うんで

すけど。 

いずれにしてもコミュニティ課さんもおられま

すので、一番上の市民アンケートの生きがいや充

実感を感じてる市民の割合の方が５２％という、

この数字をもう一遍やっぱりよく考えていただき

たいと思います。これでいいのかということです

ね、基本的に。これでいいとおっしゃるんであれ

ば、この施策で私はいいと思いますが。「いや、こ

れじゃいかんと、やはり最低６割、７割は感じて

いただきたいよね」というんであれば、それなり

のことはやっぱり考えて、もうちょっと成果指標

のとこにも設定をすべきですし、取り組んでいけ

る仕組みをつくっていくべきだろうと思います。 

 以上です。 

○企画政策部長（永田一廣）済みません。具体

的な回答、前回できませんでしたけども、谷津委

員の御指摘の点につきましては十分認識、理解で

きるところでございます。成果指標として上げる

上げないは別にして、具体の取り組みの中で、冒

頭ございましたイベント回数とか、そういったの

を数値化しながら、目標を設定しながらやるとい

う仕組みについては、今後取り組んでまいりたい

と思っております。 

 それと、現状の５２％でいいのか、この現状維

持でいくのかっていうことは、右のほうの矢印、

ベクトル示しておりますが、１５％以上アップし

たいという考え方ではございます。具体的な手法

とか、そういったのをお答えできないのがちょっ

と申しわけなかったんですけど。方向性としては、

考え方としてはこれで満足しているわけでなくて、

さらに展開していきたいという考え方でございま

す。 

いずれにいたしましても、生涯学習あるいは多

文化共生、市民一人一人が取り組んでいかなけれ

ばならない、意識して取り組んでいかなければな

らないことですので、そういった点を頭に置きな

がら進めていきたいと思っております。 

 以上です。 

○教育部長（中川 清）全体的な項目はこの中

でまとまるわけですけども、例えば社会教育課の

講座、教室等について、あるいは少年自然の家は

今、子どもたちだけの施設っていうことで、あい

てるときは高齢者の方々っていうのもあるんです

が。今後、条例改正等も視野に、また積極的に高

齢者も受け入れていきたいと。その中では、こう

いう目標値を定めたことによって、より皆さん方

が来やすいように社会教育の講座であったり、少

年自然の家でやる高齢者向けの部分については、

市民福祉部のほうで創設している元気度アップの

ボランティアのポイントにするとか、そういった

具体の検討は進めております。 

ただ、やはり予算がかかるものがありますので、

例えば高齢者が一番そういう教室に行きやすいた

めの仕組みづくりっていうのも、簡単に言います

と、もう交通手段です。ですから、ここをどうい
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うふうにしていくのかっていうのは、やはりはっ

きり見えてる課題ですので、それは、きょういた

だいた意見等を踏まえて、具体の検討は教育委員

会としてはまた検討していきたいというふうに思

っております。 

 以上でございます。 

○委員（小田原勇次郎）２点、御質問をさせて

いただきます。 

 旧川内市時代からでしたけども、生涯学習は教

育委員会サイドでやるのか、首長事務局でやるの

かということで、首長事務局に推進本部ができて、

今、大分、流れに乗りつつあるのかなというふう

には実感をしておるところです。 

 １点目は、非常にやっぱり市民の皆さん方の意

識という部分がなかなか難しいんですが。例えば

生涯学習となった場合に、いわゆる社会教育課さ

んのサイドで、公民館でやってる事業、ここあた

りに限定した考え方ではなくて、例えば民間で踊

りを習ってらっしゃる、お茶を習ってらっしゃる、

いろんな民間ベースの学習もあります。ですから、

ただ、生涯学習というのは行政だけがお膳立てを

据えてやる事業ではありませんので、全ての青少

年教育であるとか、全ての部分が生涯学習であろ

うと思うので、なかなか全体的な把握っていうの

は難しいというふうに理解はしております。 

 その中で、地域住民が、やっぱり生涯学習って

いうこのアンケートのとり方も、いわゆる社会教

育課サイドがやってるのが生涯学習なんだという

認識でアンケートをとられるのと、自分が民間で、

どっかスポーツクラブに行ってる、いろんなス

ポーツも生涯学習ですし、文化も、要するに歴史

資料館なんかで講座を聞きにいくのも私、生涯学

習と思ってますから。そこらあたりを市民の方々

が生涯学習をやってるんだという認識を持ってい

ただくような啓発活動っていう部分をもっとやっ

ていただきたいという部分が１点。ですから、い

わゆる生涯学習はそういう広く、広い活動なんだ

ということを住民の方々が認識されておられます

かというのが１点目の質問です。 

 ２点目は、平成２６年度まで生涯学習推進計画

というのを立てておられました。平成２７年以降

のこの計画の部分について、推進計画についてお

考えがありましたらお聞かせを願いたいと思いま

す。 

○企画政策部長（永田一廣）２点、ございまし

た。 

 委員、御指摘のとおり、旧川内市時代っていい

ますか、生涯学習につきましては教育委員会部局

に持っておりましたが、合併後、種々検討しまし

て地区コミュニティ協議会。そういう地区コミュ

ニティとかなり関連が深いということで、議論の

結果、コミュニティ課のほうで一応窓口としては

なっております。軌道に乗っているっていう大変

ありがたいお言葉もいただいたんですけれども、

実情を申し上げますと－連携とっております社

会教育課関係部署、とっておりますが。どちらか

というと、現状ではコミュニティ課は地区コミュ

ニティ協議会との連携というんですか、そういう

窓口という形で機能しているところでございまし

て、より深い生涯学習に対する相談、支援、そう

いったところには、まだまだ職員頑張っておりま

すけれども、マンパワー的に不足してるなという

のは認識してございます。 

 それで、委員からございました生涯学習につき

ましては、行政からの一方的な提供だけではなく

て、市民が主体となってやることも生涯学習の重

要な一環であると。これはもう認識しております。

したがいまして、先ほど谷津委員のほうからの質

問にお答えしましたとおり、市がやっている生涯

学習のイベント、活動も紹介しますけれども、地

区コミとか市民活動団体がやってる事業も集約し

て、関係者のほうに情報提供はしております。 

 御指摘の１点目につきましては、そういう市民

も一緒になってこの生涯学習を展開していくんで

すよっていうのは機会を捉えて啓発して周知して

いきたいと思っております。 

 それと、２点目は、生涯学習推進計画の改定と

いうんですか、考え方です。合併当時、教育委員

会部局で第１次というか、現在の生涯学習推進計

画を策定いたしました。今年度をもって、一応終

わります。 

したがいまして、次の１０年間向けて、現在、

原案をつくり、パブコメを終え、そして、また年

明けになろうかと思いますが、生涯学習推進本部

会議の中で決定いただいて周知し、また、事業展

開していきたいと思っております。計画としては

以上です。 

 ただ、１点だけ申し上げますと、その検討の中

で出てきましたのが、行政だけでなくて、やっぱ

り市民活動団体、いろんなところで、いろんな活
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動をやっていますので、そういうネットワークづ

くり、そしてまた、コーディネートする機能、セ

ンター的な、そういった体制が必要じゃないんか

という提言もいただいております。この点につき

ましても、やはり従来のボランティアセンターと

かいう質問もございましたので、そういったのも

頭に入れながら体制づくりはしていかないといけ

ないのかなと考えております。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）今、部長の答弁で私は

大体納得はしております。コーディネート機能と

いう部分の中において、要は、生涯学習っていう

部分については、市民の方々が自ら学ぶというこ

とですから、行政側が強制をして学びなさいとい

う部分ではありませんので、自分から学ぶという

ことにおいて、薩摩川内市においてはどういう学

ぶべき素材があるのかというの、まず、市民の

方々が認識されなければならないっていうことの

中において、例えば行政ではこういうことをやっ

てますよと、民間ベースではこういう教室、運営

活動をやってますよというのを、例えばいろんな

ＦＭの媒体を通じてとか、そういう部分の中にお

いて、もっと市民の方々が認識できるような気働

きが今後必要になっていくのかなと。薩摩川内市

でどういうものが学べるというのがなかなか、公

的な機関の部分については広報紙等で広報はでき

ますけども、民間ベースの部分においてがなかな

か、コマーシャルを打ってなければなかなかわか

らないっていう実態等もありますから。そこあた

りを今後、民間をどうアピールしていくかは、行

政として慎重にならなきゃいけない部分はあるん

でしょうけれども、そういう生涯学習の受け皿が、

こういうものあるよっていう部分を市民がもう少

し認識される必要があるのかなというふうにはち

ょっと感じたところでした。今後また、御検討い

ただければと思うところです。 

 以上です。 

○委員（帯田裕達）４４ページの家庭の教育力

の向上、地域や各世代が支える支援体制の構築、

これをもうちょっと具体的に教えていただきたい。

③、４４ページ。 

○社会教育課長（橋口 誠）私ども、家庭教育

の成果の中で、「親の育ちが子の育ち」という事業

を展開しております。各幼稚園、小学校、中学校

の各クラス、また、学校ごとに家庭教育学級も置

いていただきながら、その中でいろんな家庭教育

をどのように進めるというお勉強もしていただい

ております。それとまた、学習の機会としてブロ

ック別の研修会、それとまた、中央公民館を利用

しました子育てサロンとか、子育てサロンをする

ための子育てサポーターの設置等も進めながら、

それをまた、特に、家庭教育学級の強化というか、

その辺のいろんな勉強の仕方をもっともっと勉強

してまいりたいと思っているところでございます。 

 また、県のほうで家庭教育支援員という新しい

制度が始まっておりますものですから、これにつ

きましても、我々もちょっと検討を進めていかな

ければならないかなと思っているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○委員（帯田裕達）生涯学習は、特に地域で育

てるとか、地域の交流が学校とあるとか、高齢者

と結びつきがあるというような形になるわけです

が。もう全てを網羅しているのが、先ほど永田部

長もおっしゃったけど、やっぱりコミュニティ協

議会だと思うんですね。私も当初、コミュニティ

の会長をしたときに、やはり地域の小学校、中学

校とのまだ交流が足りない、少ないのかなと。そ

してまた、各それぞれのコミュニティには育成と

か文化厚生とか、それから体育部とかいろいろ生

涯学習を網羅したものが、やっぱり地区コミュニ

ティ協議会だと思うんですね。で、そこをもうち

ょっと支援体制、充実させるような仕組みづくり

ができないのか。 

 もし、例えば、市比野のコミュニティ協議会で

長年続いている、もう７０年ぐらい続いてる子ど

もの相撲大会があるんです。土俵でちゃんと。も

うほとんど子どもが出てこないんです。というの

は、スポーツ少年団の大会があるので、試合が。

サッカーとかソフトボールとか。もうほとんど。

だからクラブに、スポーツ少年団に入ってない、

もう本当数人しか来ないんです。ただ、その辺は

学校長にも「たくさん出るように」って言やぁ、

「いや、それは地域の行事だから」とか。もうそ

ういった形で言われるんです。それはもう親が協

力せにゃできんことだと。学校行事じゃないんだ

というような形になると、もうなかなか交流が進

んでいかない。最近はもう運動会なんかもコミュ

ニティが一緒になって競技を三つ、四つするとこ

ろがあるんですが、もうちょっとコミュニティの
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支援とか、充実をさせるようなことはできないの

か、要望でいいですけど、お願いしときます。 

○委員長（持原秀行）回答を求めます。 

○委員（帯田裕達）実態を把握してほしいんで

す。 

○企画政策部長（永田一廣）要望ということで、

だったんですが。生涯学習、いろんな活動があり

まして、見方によってはもう全てが生涯学習とい

うことで、どこまでを行政がサポートできるのか、

一緒にやれるのかっていうのはなかなか線引き難

しいところがありますが。地区コミュニティ協議

会が地域の生涯学習を支える大きな母体となりま

すので、抱えてる悩みとか、生涯学習に関する悩

みとか課題があれば、あればっていいますか、聞

き出しながら、対応できるところは検討していき

たい。関係部局と一緒になって連携とって対応さ

せていただきたいと思います。今、帯田委員の件

につきましては、また再度お聞かせいただければ

ありがたいと思います。 

○委員（井上勝博）施策の方向性の中で、「地域

全体で生涯学習を進めるための環境整備と」って

いうと、この環境整備のことで、教育支所の役割

や位置づけっていうのは、これはどういうふうに

なってるのかお尋ねしたいと思います。 

○教育部長（中川 清）教育支所の役割ってい

いますと、教育課については、今回、地域教育課

を本年については駐在を置くようにしております

ので。引き続きその機能はこの駐在の中で担って

いくということで理解しております。 

○委員（井上勝博）環境整備ということで、い

ろんな環境整備があると思うんですが。教育支所

が果たす役割や位置づけっていうのはどうなって

るのかっていう質問なんですけども。生涯学習と

いう中で教育支所っていうのはどういう役割を果

たすんだろうかということなんですが。 

○教育部長（中川 清）各支所に、地域教育課

においては、それぞれ公民館の講座であったり、

そういったものの運営をしているということでご

ざいます。 

○委員（井上勝博）それ、非常に簡単に言われ

るんだけれども。やっぱり民間もある、いろいろ

な形で生涯学習っていうのをやられるんだけれど

も。やっぱり地域の過疎地に住まわれていらっし

ゃる方々ができるだけそういう学習の機会ってい

うのをつくっていく上で、ある程度行政の役割、

非常に大きいというふうに思うんですけれども。

私、教育支所が今回、駐在型になるということで、

そういった機能が弱まりはしないだろうかという

懸念があるんですが。その辺はどうなんでしょう

か。 

○教育部長（中川 清）いえ、それはないよう

に、本庁と、それから駐在のほうと連携を深めて

いくということで制度設計をしてまいりたいとい

うふうに考えております。 

○委員（森満 晃）済みません。生涯学習を進

めるコーディネートの機能なのか、ちょっとわか

りませんが。そういう人数が集まらないだとかそ

ういう部分で、参加者をふやす部分で生涯学習だ

けなくて。何か市の行事だとか、いろんな田舎で

いいますと、がん検診だとか健康診断だとか、い

ろんなそういう人が集まるものに対してプラスア

ルファ、生涯学習を足して、なかなか生涯学習だ

けでは集まりにくいけれども。そういった形で何

かそういう、人をふやしていくとか、そういう何

かいろんな地区コミだとか、そういったとこで、

そういう事例がありましたら教えてください。 

○教育部長（中川 清）これは市民福祉部の所

管の業務をちょっとかかわってくるんですが。例

えばがんの検診に合わせて、いわゆる疾病予防の

事業をするとか、今回、元気度アップのポイント

にもなるようになったわけですから。そういった

制度設計は、市民福祉部のほうでされていると思

います。 

ただ、なかなか時間帯がまばらになってくるの

で、きっちり高齢者の方を集めて、その中でやる

っていうのはなかなか難しいので、待ち時間を活

用しての、そういったイベントになっているんじ

ゃないかなというふうに理解しております。 

○企画政策部長（永田一廣）森満委員、生涯学

習の際に、イベントの際に別の人が集まる機会を

捉えてやったらいいんじゃないかという御提案で

す。おっしゃるとおり、効果があると思います。

役所内では部内の連携をとりまして、スケジュー

ルとか事業計画、役所全体での部長所長会議を通

じて、直近の行事予定は把握しておりますので。

そういった組み合わせはできるような仕組みは一

通りつくっております。ただ、二つの、複数の行

事、対象とテーマとか、いろいろありますので、

うまくマッチングできればいいんですけど、なか

なかそういったところがありますので難しい点も
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あろうかと思いますが、可能な限りで、少なくと

も庁内では連携をとりながら、あわせてイベント、

行事を組むとか、そういったのは心がけていきた

いと思います。 

 以上です。 

○委員（森満 晃）ですね。地区コミとのそう

いった連携的なものでも、そういった形で地区運

営を、そういうまた、指導だとか提案だとか、そ

ういうのをまた今後していただければ、少しでも

参加者の増加にもつながるんじゃないかなと思い

ますので、よろしくお願いします。 

○委員長（持原秀行）よろしいですか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策３を終わります。 

 次に、施策４について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、資料は

４５ページ、４６ページでございます。施策４、

「誇りと愛着のある地域文化の保存・継承・活

用」でございます。 

 現状においては、三つしてございます。 

 まず、一つ目につきましては、地域内に多くの

文化財等があるということを書いた上で、こうい

った歴史・文化といった、かけがえのない財産の

継承・保存に対する市民の理解を深め、意識を高

めていくことが必要であるというふうに認識して

おります。次の段落におきまして、特に、これら

を保存・伝承していくためには担い手の育成・確

保が大きな課題となっているという理解でござい

ます。また、「また書き」から以下にございますが、

藺牟田池を初めとします、これらの貴重な文化財

等につきましては、適切に保存していくことと、

また、学術的な資源としてだけではなくて、幅広

く、特に観光資源としても活用していくことを図

っていく必要がある。文化への愛着を深める必要

があるっていうふうに整理をいたしております。 

 二つ目につきましては、種々の施設等を抱えて

おりますが、川内歴史資料館など学習拠点として

位置づけるものについては、その積極的な活用を

図っていく必要があるというふうにしております。

また、２段落目につきまして、市民誰もが芸術文

化活動を楽しめる環境を整えていくことが求めら

れているというふうに整理をしたところでござい

ます。 

 右側の施策の展開方向は二つでございます。 

 一つ目に、文化財等の保存・継承・活用につき

まして三つでございますが、文化財等を生かした

まちづくりを進めるほか、地域文化の情報発信を

促進していきます。二つ目には、地域全体で支援

する体制を強化していくということを記載してご

ざいます。三つ目に、甑島に関しまして、恐竜化

石につきましては、学術的な研究をさらに進める

とともに、あわせて他の甑の資源と一体となった

観光資源としての活用を図っていくということを

記載いたしました。 

 二つ目に、文化活動の推進につきまして二つで

ございます。一つ目には、文化・芸術活動を発表

する機会を提供し、あわせて多くの市民が触れる

ことができるように、周知・広報を充実すること。

「また書き」の部分では、新たな文化・芸術活動

を発掘し、創造への支援をしますということを記

載してございます。二つ目には、先ほど申しまし

た種々の施設の中で、川内歴史資料館等につきま

して魅力ある展示、企画展の充実、関連イベント

の連携など、ＰＲ等を図っていくこと。特に、若

い世代の利活用促進に行くことが施策の方向性で

あるといたしました。 

 目指すべき姿は、４５ページ中段でございます

が、地域の文化を身近に感じ、日ごろから芸術文

化に触れ親しんでいるという形でございます。 

 このための成果指標、目標値につきましては、

市民アンケートが二つございます。 

 一つ目には、地域の歴史や文化に関心があると

答える市民の割合を伸ばすこと。二つ目には、文

化・芸術に親しむ環境が整っているという市民の

皆さんの割合を高めていくこと。三つ目には、川

内歴史資料館等の入館者数の増加を図るというこ

とでございます。 

 このため、４６ページ中段から以下に、役割分

担を記載しておりますが、「（市民）」の皆さんに対

しましては、文化芸術の理解、参加、創造に努め

ましょうということ。それと、積極的に伝統行事

や文化財保護活動に参加してくださいということ。

「（事業者）」の皆さんに対しましては、文化芸術

の振興と発展、ボランティアリーダーの育成支援

の推進に努めていただきたい。文化財保護活動へ

も参加、支援いただきたい。「（地域・団体）」に対

しましては、文化芸術活動の理解と活用を促し、

さらに伝統行事等に参加しやすい環境づくりを一

緒に取り組みましょうというふうにいたしました。 
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行政の役割としましては四つでございますが、

一つ目は、文化芸術を創造、取り組むことができ

る環境の整備でございます。二つ目には、文化芸

術の振興ということで、個性、魅力あふれた形の

取り組みを。三つ目には、ボランティアリーダー

の育成支援等に取り組むこと。最後になりますが、

拠点の施設等を活用した学習機会の充実と文化財

保護活動を支援することを市の役割というふうに

整理したところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑に入ります。御質疑

願います。 

○委員（中島由美子）施策の方向性の中で、「指

定文化財等の保存・活用を図るため、その文化的

価値を広く一般市民に周知するとともに、保存会

だけでなく、地域全体で支援する体制を強化しま

す」っていう、ここの部分ですが。大変重要なこ

とだと思うんですね。この間東郷の文弥節を見に

行ってて、斧渕保存会ですかね、その保存会の

方々が子どもたちにも教えているんだっていうこ

とは聞くんですが。なかなかそれに入ってくる子

どもたちが少ないっていうようなこともちょっと

お聞きして。そうしたときに、やはり薩摩川内市

全体の中には興味のある子どもたちっていうのは

いるんじゃないのかなと。だから、なかなか保存

会の方々の考え方っていうのが、どうしても地元

じゃないといけないとか、地元の子どもたちにつ

ないでいきたいんだっていう、その気持ちもわか

らないではないんですが。同じやっぱり薩摩川内

市っていう感覚を持てば、広く周知・徹底をしな

がら、興味のある子どもたちにつないでいくって

いうその取り組みっていうのが、ほかのいろんな

伝統文化ってあるんですが、そういう考え方って

大事なのかなと思うんですが。このあたりは具体

的に何か考えておられるのか、教えてください。 

○教育部長（中川 清）これは、４０ページの

ほうに、小中一貫教育の推進の中の①に、ふるさ

とコミュニケーション科っていうものも入れてご

ざいます。ですから、学校の教育の中では、自分

たちの地域にどういうものがあるのかっていうも

のは教育現場としては周知をいたしております。 

 それから、今ほど委員のほうからありました、

ここの記述については、実は自治総合審議会のほ

うからも意見がございまして、この中でおっしゃ

ってるのは、「保存会だけで地域全体というふうに

なってるけども、地域だけではなくて、これは地

域でも高齢化が進んで非常に厳しいところもある

ので、であれば、企業であったり、ほかの関係す

る団体との連携とかっていうものの支援を求める

べきではないか」というような御意見をいただき

ました。ですから、ここの記述については、自治

総合審議会の意見を踏まえて、この地域全体って

いったもの、少し広げた記述に変えたいと思って

おります。 

 内容的なものは、そういった御意見をいただき

ましたので、今、文化課のほうに指示をいたしま

して、各保存会のほうにこういう御意見もあるの

で、それではリクエストとしてどういうものを希

望されますかというアンケート調査をとるように

指示してございますので、それを踏まえて今後の

事業の展開、支援の活動、これは当然民間の皆さ

ん方にも協力していただけるのか、そういうとこ

ろも紹介をしながら進めていきたいというふうに

考えております。以上が回答でございます。 

 もう一点、済みませんが、この現状と課題の中

に、今回、間に合いますので、旧増田家住宅の国

指定の有形文化財の指定と、それから国の天然記

念物指定は、甑島の長目の浜が入りましたので、

今回の分は間に合いましたので、この中に追記、

修文をしていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○委員（中島由美子）今のお答えでいいのかな

と思うんですが。本当にいろんな文化、残してお

きたいなっていうものがたくさんありますよね。

それが、本当にだんだん高齢化、少子化っていう

中で、すたれていくのがもったいないなって、や

っぱり思いますので。教育、学校現場でも３年生、

４年生の中で郷土をしっかり学ぶっていう副教材

もつくってやっておられますが。現実は、なかな

か見にいけてなかったりとか、私自身もそうなん

ですけど、知らなかった、勉強はするけど実際ど

んなものかわからなかったとか、見たことがない

とか、あるんじゃないかなと。広い環境の薩摩川

内市ですから、何かもうちょっと、本当に行って

みる、見てみる、そんな活動が、これ学校教育の

中なんですが。必要なのかなとも思いますので、

そのあたりはまたいろいろ検討されて、本当に幅

広く、子どもたちがいろいろ興味を持って、大事

な伝統文化または郷土のいろんなものを誰しもが
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知っている、やはり大人の人たちでも何がどこに

あるのかって知らないっていうのが結構聞こえて

きますから、やっぱり子どもたちの中ではそんな

ことがないようにしていただきたいなって思いま

す。 

 以上です。ごめんなさい、取りとめもないです

けど、要望にしておきます。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

○委員（川畑善照）今の意見にもちょっと関連

するんですが。春の芸能祭では、よく地域の主た

る芸能が展示されますよね。参加されます。だけ

ど、商工観光部門のイベントがあるときに、そう

いうときに地方の薩摩川内市内のそういう行事を

入れ込ませる、そういうセッティング、いつも私

は言うんですけど。縦割り行政じゃなくて、部門

が違ったところ同士でそこをつなぎ合わせる、そ

ういうところが大事じゃないかなと。そうするこ

とによって興味が生まれてくるし、市民の意識が

高まってくるんじゃないかと思うんですが、そう

いうことについてはどう考えていらっしゃいます

か。 

○教育部長（中川 清）これも同じ意見が自治

総合審議会のほうでも出てございます。これはど

ういうことかっていいますと、２６ページをお開

きください。２６ページは、市民ぐるみによるシ

ティセールスの推進と観光物産ビジネスの展開、

今、おっしゃったものとは少し違うのかもしれま

せんが。④のシティセールスプロモーションの充

実の中に、ここに書いてございますとおり、歴

史・文化やスポーツ観光を含めた旅行誘客や販路

拡大と。 

 要は、一方では守るほうからすると、なかなか

そういう発表する場もなくて厳しいところがある

と。もう一方では、これは、いわゆる観光の一つ

の、いわゆる玉になるというようなことがあるん

で、これをお互い連携をしながら進めていかなく

てはいけない。 

 具体的に言いますと、来年度開催されます国民

文化祭については、現在、全国はんやのイベント

については、これは観光シティセールス課、文化

課、両方連携をとりながら進めておりますので、

こういったもの、そういうものに地域のものを入

れながら、やれるものはないのか。 

 もう一つ言いますと、例えば、この間の観光シ

ティセールスのプロモーションがありました。事

業については、入来の伝建の中で外国人の湯茶接

待をしたりとか新聞報道等ございましたが、そう

いう取り組みはやってございます。それを郷土芸

能なんかを取り入れながらできるのかどうか。そ

れは、お互い今後、十分検討していきたいという

ふうに考えております。 

○委員（川畑善照）今で大体わかりましたが。

イベントがよく行われるんですけれども、数が多

過ぎて単発的、これをよく市民の声を聞くんです。

ですから、複合的に物事を考えていくやり方を今

後するべきだということ、耳にするもんですから、

やはり常にイベントを行われるときは全市的に、

全庁的に物事を判断してやっていただきたいとい

うことをお願いしときます。 

○委員長（持原秀行）いいですか。ありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）では、質疑は尽きたと認

めます。 

 これで、施策の４を終わります。 

 ここで、休憩いたします。再開はおおむね

１３時とします。 

        ～～～～～～～～～～ 

        午前１１時５０分休憩 

        ～～～～～～～～～～ 

        午後 ０時５７分開議 

        ～～～～～～～～～～ 

○委員長（持原秀行）休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、施策５について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、資料の

４７ページ、４８ページをお願いいたします。 

 施策５、「スポーツ活動を楽しむ環境整備」でご

ざいます。 

 まず、現状と課題でございますが、三つの整理

でございます。一つ目には、多くの社会体育施設

が整備されていることを前段に書きながら、健康

寿命を延ばすためには、身近にスポーツを楽しむ

生涯スポーツをさらに推進していく必要がありま

すというふうに整理をいたしております。 

 ②、③の部分でございますが、前段の書きぶり

につきましては、トッププロや実業団等の合宿等

の利用があるということを踏まえ、３２年に東京

オリンピック・パラリンピック。また、第７５回

国民体育大会鹿児島大会が予定されることから、
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これらの競技に関する合宿やスポーツ大会等の誘

致によってスポーツへの関心と競技力の向上を図

っていく必要があるというような前段を置いたと

ころでございます。 

 このため、右の施策の方向性につきましては、

三つ整理をいたしております。 

 一つ目に生涯スポーツの推進でございます。そ

の一つ目は、各種健康スポーツ教室の開催や地域

スポーツクラブ等の育成などに取り組んでいくと

いう体制づくりの強化でございます。二つ目には、

コミュニティ協議会、スポーツ推進協議会と連携

をとりながら、地域のスポーツ・レクリエーショ

ン活動などの環境づくりを進めていくというふう

にいたしました。 

 二つ目の競技スポーツの振興に関しましては、

ＮＰＯ法人の薩摩川内市体育協会など関係団体と

連携しあって、指導者の育成、指導体制の充実を

図ることを。二つ目には、トッププロ等の合宿誘

致やスポーツ大会の誘致に努め、これにより競技

スポーツの振興を図っていくことといたします。 

 三つ目でございます。スポーツ振興による地域

の活性化についてでございます。合宿やイベント

の開催等を通しまして、交流人口の拡大によりま

して、地域の活性化に結びつけていくということ

で、他の施策との連動性をこちらのほうで示した

ところでございます。 

 よって、左の中段になりますが、目指すべき姿

は、市民が気軽にスポーツに親しみ、環境が整い、

日常的にスポーツを楽しんでいるというふうにい

たしたところです。 

 成果指標と目標値は三つで、最初の二つが市民

アンケートによるものになりますが。運動やス

ポーツを楽しむ環境が整っていると思う市民の割

合を。また、日ごろ、運動やスポーツを楽しんで

いるという自覚されている市民の割合といったも

のを引き上げていくというようなものにしており

ます。また、合宿団体数につきましては、現行

７０につきまして、１００程度まで引き上げる方

針でございます。 

 なお、役割分担は４８ページに記載しておりま

すが、「（市民）」の部分では、スポーツ活動へ参加

することを。また、サークル等への積極的な参加

及び定期的な運動の機会をつくることについて、

啓蒙啓発を図るという、取り組んでいただきたい

というふうにしております。「（事業者）」につきま

しては、地域に根差したスポーツ活動を促進する

旨。それと、地域のスポーツ指導、交流、競技力

の向上。指導者及び競技者の養成に取り組みまし

ょうということで、事業者の役割としてございま

す。そのほか、「（地域・団体）」につきましては、

指導者の育成、さらにスポーツ大会等の開催への

取り組み。それと地域スポーツの振興と団体間の

交流活動を推進していただきたい旨記載し。 

行政の部分につきましては、市民の皆さんのス

ポーツ活動への参加を促すと同時に、各種スポー

ツ活動の場を提供すること。二つ目には、社会体

育施設の施設としての整備、競技スポーツの振興、

指導者養成等を支援する旨。最後になりますが、

スポーツ推進計画を策定し、本市の実情に即した

スポーツ環境を醸成していく旨、役割として記載

しております。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま、当局の説明が

ありましたので、これより質疑に入ります。御質

疑願います。 

○委員（井上勝博）スポーツを誰もができると。

現状と課題です。「市民誰もがスポーツを通じて健

康を維持し、交流の輪を広げ、健やかで豊かに暮

らせるよう、総合運動公園をはじめ、多くの社会

体育施設が整備されています」というのが現状に

なっているわけですが。下のほうで、市民アン

ケートをとると、日ごろ運動やスポーツを楽しん

でいる市民の割合は３６％ということで、まだ

６割から７割の方が、日ごろからスポーツをして

いないということになるわけですね。ここに、な

ぜそういう施設は整備されているのに、３割から

４割にとどまっているその原因というのは何かと

いうのは、どのように把握されているんでしょう

か。 

○市民スポーツ課長（坂元安夫）ここのまず整

備の部分につきましては、基本、総合運動公園を

中心に考えたところでございまして。あと、当然、

社会体育施設には、各地域にもたくさんございま

すので、そういう意味で、まず整備されているこ

とで捉えてございます。 

 それで、実際、楽しんでいる市民の割合につい

ては、実は、今回初めてこういう市民アンケート

をもって把握をしたところでございまして。具体

的原因については、分析がまだ我々もしておりま

せんが、数値的にはこういうことになっていると
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いうことでございます。 

○委員（井上勝博）ぜひ分析をしていただきた

いと思うんです。 

 私は、その一つの中に、やっぱりスポーツをす

るのに幾らかのお金がかかるんですね。例えば私

はバドミントンをしていますので、ラケットがや

っぱり、例えばガットをかえなきゃいけないとか、

体育館でやるのには、体育館用のシューズをそろ

えなきゃいけないとか。それから、コミュニティ

スポーツクラブに入っていますので、コミュニテ

ィスポーツクラブの会費を払わなきゃいけないと

か。そういうことを考えると、幾らかやっぱり負

担がかかっていて、以前からすると、この負担が

どんどん重くなっていくと。 

コミュニティスポーツクラブへの補助金がカッ

トされたために、やっぱり会員一人一人の負担も

重くなっているというような問題なんかがあって、

幾らかのやっぱり余裕がないと、スポーツという

のは難しくなってきているんだなというふうなこ

とをちょっと感じたりするんですね。 

 実際、そういうほとんど、例えば年金暮らしで、

かつかつの生活をされている方が、ゲートボール

をしようと思っても、やっぱり幾らかの費用がか

かったりするわけです。そういった費用負担を軽

減するような、そういうことが、市民が誰でも楽

しめる環境づくりということになっていくんでは

ないかと思うんですが、その辺はどのようにお考

えですか。 

○教育部長（中川 清）まず、本市のスポーツ

施設、それから文化施設もですが。これは全体的

に使用料の見直しを実施しておりますが、私ども

は県内の市においても、文化施設、体育施設を含

めて、使用料は低い部類に入っているというふう

に承知してございます。結果的にどういうことか

といいますと、今でも文化ホールであったり、総

合運動公園というのは大盛況でございます。その

中で、今ほど委員のおっしゃいました部分につい

ては、これは例えば前の市民福祉部長をしたとき

に、高齢者クラブ連合会、あるいは単位老人クラ

ブに、高齢者クラブに入っていらっしゃる方々に

ついては、また減免の制度もつくってございます

し、それぞれのステージでできるような仕組みと

いうのは、できる限りやったつもりでございます。 

 また、今後、これについては、例えば生涯ス

ポーツというのは、高齢者の介護予防の観点とい

うものもありますし、私どもの仕事というのを市

民健康課のほうに譲ってしていただくような仕組

みもありますので、そういったものを含めて全体

的な調整はしていきたいと。決して、他市に比べ

て私どもは費用負担が高いというふうには考えて

ございません。 

○委員（井上勝博）私は別に他市と比較する必

要はないと思うんです。現状値が３６％というこ

とで、３割から４割しかスポーツに触れるという

のがないということで、これを、この太い矢印と

いうのは１５％ぐらいですか。 

[「２０％」と呼ぶ者あり] 

○委員（井上勝博）２０％でしょう。５６％ま

で引き上げようと思うならば、何が問題になるの

かという原因を把握するということが大事なんで

すが。その中の一つとして、やっぱりスポーツを

するのには、幾らかのお金がかかるんだという、

そういうのが私は感じてるということを言ってい

るんです。 

 ですので、やっぱりぜひこれを引き上げるため

には、何が原因なのかと。これは非常に大事なこ

とで、スポーツはやっぱり権利であるという考え

方が国際的な考え方ですのでね。もうほんとうに

わずかしか、３６％しか触れる機会がないという

こと自体を改善していかなくちゃいけないという

ふうに思うもんですから、そう申し上げたわけで。

どうやって、なぜ３割か４割なのかということに

ついて、これからの原因把握についてはどのよう

にされようとしているのかというのをお尋ねしま

す。 

○教育部長（中川 清）この市民アンケートは

企画政策課のほうで総合計画のために実施をされ

たアンケート調査でございます。 

 私どもは、これとは別に、市民スポーツ課につ

いては、スポーツ振興計画を今策定中でございま

す。 

 例えば、ここの市民アンケートの３６％という

ものを年代区分層で区切っていって、どういうよ

うな市民の割合であるのか。例えば高齢者の率に

ついては、高齢者の率は、例えばスポーツをしよ

うとしてもできない層もいらっしゃるわけですか

ら、そういった分析。あるいは、例えば若い世代

については、なかなか多忙感もあって、スポーツ

をしたくてもできないというような、よりそうい

う細かな分析をすることによって、次のステップ
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アップ、例えば介護予防でも、６５歳のときあん

まりされないんです。７０歳、少し年を重ねてい

くことによって、周りのことがわかり、少し自分

も体調がどうかなというのができていくんですが。

介護予防というのは早い時期からしなくちゃいけ

ない、そういうものもありますので、そういった

年代層を割合を分析することによって、今、委員

がおっしゃったような答えも出てくるのではない

のかなというふうに考えておりますので、それは

また別途の私どもの調査等も踏まえて検証してい

きたいというふうに考えています。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）今おっしゃったように、若

い層でいえば、もう残業がずっと続いていて、な

かなかスポーツをする時間がとれないとか、そう

いった問題もあると思いますので、そういう分析

を進めていただいて、この２０％アップというの

は達成していただきたいということをお願いしま

す。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

○委員（谷津由尚）２点あります。 

 まず、４８ページの上の①の四角の２番目です。

「地区コミュニティ協議会やスポーツ推進員と連

携し、地域のスポーツ・レクリエーション活動な

どの環境づくりを促進します」と。大変これはも

うすばらしいことなんですけど。ただ、先ほどち

ょっと関連しますが。地区コミュニティ協議会

等々で、やはりレクリエーションを何かしようと

した場合に、どうしても予算というのが絡むわけ

で、金銭的な問題がありまして、どうしても地区

コミ自力でやろうとすると限度があるということ

で。この方向性に関して、別途、このことを補完

するような制度、助成制度ですとか、そういうの

が準備されているのかどうか、それが一つ目です。 

 二つ目です。一番下に「薩摩川内市スポーツ推

進計画を策定し」とあるんですけども。この推進

計画策定されるこの推進計画は、このこと自体が

今ほど言いましたこの地区コミュニティ協議会と

か、こういうところがもし何かのイベントを開催

しようとしたときのそういうものと何らかリンク

する内容があるのかどうか、この２点です。 

○教育部長（中川 清）まず、スポーツ振興計

画については、先ほど申し上げました教育振興計

画、この下に基づく、いわゆるスポーツ部門の個

別計画になります。 

 振興計画の中でも数値目標、成果目標あります

が、このスポーツ振興計画の中では、また、より

具体的な分析というものも出てまいります。ただ、

具体の予算の裏づけであるとか、そういったもの

は、それぞれ単年度の予算の中で検証していきま

すので、そこの記述ぶりというものは少し難しい

のかなというふうに考えております。 

 一方で、ここの地区コミュニティ協議会やス

ポーツ振興推進員との連携というふうに考えてい

るんですが。これは先ほど申し上げました市民ス

ポーツ課の仕事を市民健康課のほうに移譲をした

という事業もあるんですけれども、人のふんどし

で相撲をとるようで恐縮なんですけども。介護予

防の財布というのは来年度からまた制度改正があ

って、いわゆる予防経費の部分が少し拡充になっ

ていくんではないかと。ですから、ここの市民福

祉部の財布を使って、私どものここにいるマンパ

ワーですね。スポーツ推進員であったり、こうい

ったものを紹介をしながら、地区コミのほうでそ

ういった事業展開をしていただけるような仕組み

というものを市民健康課等と協議をしていきたい

というふうに考えております。 

○委員（谷津由尚）介護分野からの補てんがあ

り得るだろうというお話です。御期待申し上げま

す。 

 向こう５年間、それって向こう５年間期待でき

るんですか。 

○教育部長（中川 清）教育費の市民スポーツ

課の予算に比べて、格段に介護予防費というのは

全体の制度設計が、介護保険は伸びる一方ですの

で。その予防の、介護保険は必ず伸びます。それ

を要は、抑制するための予防経費ですので、これ

も間違いなく右肩で伸びていきますので、私ども

の教育費の予算でお願いするよりかは、そちらの

ほうの予算のほうに私どもの事業を組み入れてい

ただくと、その仕組みのほうが、今後の財政状況

を踏まえても得策ではないかと。 

 ですから、高齢者等については、そういったも

のを使いながら、より若い皆さん方の部分につい

ては、そのお金を出すというよりかは啓発です。

こういった部分に力を入れていきたいというふう

に考えております。 

○委員（谷津由尚）わかりました。確認なんで

すが、今の資金的な補填の部分については、特に
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介護という、介護予防というファクターの部分が

強いんですけど、実際は地域で、何かしらのイベ

ントをやろうとした場合は、当然年齢制限という

のも高いわけですので、それはもう若い方であろ

うとも、一括してそれを適用しますよという解釈

でよろしいですね。 

○教育部長（中川 清）これは当然、国の補助、

それから市の介護保険料、そういったものを使う

という仕組みになっていきますので。全体が

１００％対象になるのか、あるいは対象者となる、

いわゆる２号保険者のほうも１号、２号、介護予

防事業というのはあるわけですので、そういった

ものがすみ分けができる。できないところは、

当然単費ということになってくると思いますが。

その辺のルールづくりは、市民健康課のほうの、

これも他人のふんどしで相撲をとるようで申しわ

けないんですけど、協議をしていきたいというふ

うに考えております。 

○委員長（持原秀行）よろしいですか。 

○委員（小田原勇次郎）１点だけ確認をさせて

ください。 

 この前期計画における薩摩川内市のスポーツ推

進計画の位置づけについて。今、市民スポーツ課

のほうが首長事務局に制度が、いわゆる機構が改

革している中で、この市民スポーツの推進計画と

いうのはどちらのほうが所管して推進していかれ

るという考え方でよろしいんでしょうか。 

○教育部長（中川 清）これは４月から機構改

革で変わりますので、当然、まだ策定の作業中で

ございますから。３月中は私ども教育委員会のほ

うでやりますが、４月からの部分については、首

長事務局のほうの所管のほうに引き継いで、策定

と計画としては、市長事務局の計画としてできる

というふうになっております。 

○委員（帯田裕達）指導者の養成とか育成とか

出てきますけど、競技別でもいろいろ人数とかも

違うと思うんですが。今、薩摩川内市における指

導者の人数とか、例えば登録制になっているのか。

例えば地域でこういう競技を学びたいとなったと

きに、誰か指導者を要請して、コーチで呼べると

か、そういう登録制はないんですかね。 

○市民スポーツ課長（坂元安夫）指導者の枠組

みにつきましては、基本、競技団体のほうでされ

ておりまして。当然、県の協会から各薩摩川内市

の協会にということで、登録制度をされておりま

す。特に、今回、国体が迫ってきているわけです

けれども、これについては県のほうの協会が主体

的に指導者育成を含めて、実施する方向でそれぞ

れ競技団体で進められております。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）よろしいでしょうか。 

○委員（小田原勇次郎）もう一点、確認だけ。

確認というか、最後にもう一点だけ。今度、市民

スポーツの業務が首長事務局のほうに新年度から

移行するということもあり、今度は首長事務局を

挙げて、今、中川部長が御説明されたように、介

護の部分、高齢者の部分、そして、いわゆる地域

のこの地区コミのこういう生涯スポーツというの

は、地区コミの運営補助金の中に前、合併前の体

育協会、市の地区の体育協会への補助金というの

は、地区コミの運営補助金の中に網羅されて、補

助金が今出されているという認識でありますから。

ここあたりをまた広く首長事務局のほうでいろい

ろ連携を図りながら、さらに充実を図れるような

形で、先ほど川畑委員も文化の部分で連携という

分をおっしゃいましたので、そこあたりを十分に

また今後推し進めていかれたら、また、市民の

方々のいわゆる結果が出ていかれるのかなという

ふうに思うところであり、よろしくお願いをいた

します。要望であります。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑はつきたと認めます。 

 これで施策５を終わります。 

 以上で、政策５に基づく基本計画の各施策の審

査が終わりました。次から政策６に基づく基本計

画の各施策に入ります。 

────────────── 

△政策６ 市民みんなで考え、行動するま

ちづくり 

○委員長（持原秀行）それでは、政策６、（１）

について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、４９ペー

ジ、５０ページでございます。政策は６、地域経

営、「市民みんなで考え、行動するまちづくり」に

移ります。 

 施策の１、「地域力を発揮するコミュニティ活動

への支援」でございます。 

 現状におきましては二つに整理しておりますが。

冒頭にいろいろ書いてございますけど、中段の部
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分からになりますが。地域が自立して活性化して

いくためには、地域資源を活用した交流事業やコ

ミュニティビジネスの展開を拡大していく必要が

あるという認識でございます。 

 また、同時に、リーダー等の人材育成、地域連

携を強化するということも必要がございます。 

 さらに、コニュニティセンター等の施設等につ

きましては、老朽化等が進んでいること等もあり、

状況把握に努めながら、計画的に改修する必要が

あるという形の整理もいたしております。 

 最後に、①の中では、自治会の再編を図ってい

く必要があるという考え方も課題として認識を明

記しております。 

 ②でございますが、こちらの部分は市民の自治

意識に関することでございます。未加入者の増加

や若年層の活動への参加が減少傾向にあることか

ら、市民の自治意識の向上を図っていく必要があ

り、「また書き」からにつきましては、特に高齢化

の著しい地域においては、支援職員の配置、その

他の支援施策を講じていく必要があるという現状

認識でございます。 

 これを踏まえまして、右のほうの施策の展開方

向は二つ。まず一つ目に、地域の自立・活性化へ

の支援につきまして、一つ目のひし形につきまし

ては、後段部分になりますが、地域の特色のある

活動やコミュニティビジネスの展開と定着化を支

援してまいります。二つ目には、ＮＰＯ及び市民

活動団体等との連携を強化し、地域の活性化を支

援いたします。三つ目には、活動拠点となります

施設等の整備・改修等を実施してまいります。さ

らに、四つ目には、地域の牽引者となりますリー

ダー等の育成を図っていくことも位置づけており

ます。最後になりますが、小規模自治会の再編等

につきましても議論を深め、支援していくことが

必要というふうに施策の方向性をいたしました。 

 二つ目に、②の住民自治に対する意識の向上の

部分については二つでございます。引き続き自治

会加入促進の強化に取り組むとともに、住民の皆

さんの自治に対する意識に啓発、向上を図るため

の取り組みをしてまいります。 

 これによりまして、左下になりますが、目指す

べき姿は、主体的に地域の課題に取り組み、自立

した地域づくりが実践されている、ここを最終的

な目標としたいと思っております。 

 このために成果指標、目標値については四つで

ございます。一つ目は、市民アンケートによりま

して、コミュニティ活動に参加していると回答さ

れる市民の割合を引き上げていくこと。二つ目に

は、地域の活動、市民活動等に取り組み、市の補

助金を活用しておられる地区コミ、ＮＰＯ、ボラ

ンティア団体の自主的な活動を拡大していくこと。 

三つ目には、自治会加入率を引き上げていくこと。 

四つ目には、自立していると感じている地区コミ

ュニティ協議会の割合といったものを直接地区コ

ミのほうに照会をして、基準値からその引き上げ

を図ろうとするものでございます。 

 このため、右側の役割分担につきましては、そ

れぞれ書いてありますが、「（市民）」の部分では、

積極的に地域活動に参加していただきたい。自治

意識といったものについて、高め合う努力をお願

いいたします。「（事業者）」につきましては、社会

貢献活動の中で社会的な責任を発揮し、その推進

の一翼を担っていただきたい。また、「（地域・団

体）」につきましては、自治組織の確立に努めなが

ら、公共事業や公共サービス分野へ積極的に参画

をお願いしたいということでございます。 

行政の役割としましては、一文でございますが、

地域活動の支援と連携の促進に努めていくという

方向性を示しております。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま、当局の説明が

ありましたので、これより質疑に入ります。御質

疑を願います。 

○委員（成川幸太郎）自治会の再編を図ってい

く必要がありますということですが、これは非常

に大きな問題になってくると思うんですけども。

今のこの再編の状況は、自治会の意思に任されて

いるのか、今後、もし再編を図っていくとすれば、

どの程度の規模の自治会に対して、最低限自治会

を運営するために、どの程度が必要と考えて、行

政としてどの程度積極的にかかわっていこうとさ

れているかを教えてください。 

○企画政策部長（永田一廣）自治会の再編につ

きまして２点ほどでした。 

 まず１点目、自治会の再編につきましての市の

スタンスというか、考え方です。これは、本定例

会でも申し上げましたとおり、自治会が現在ある

状況に関しましては、歴史的な背景とか地理的な

関係とかいろいろございます。確かに問題意識は

持っておりますが、現時点、市当局といたしまし
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ては、それぞれの自治会の考え方を最大限尊重し

ていくと、市が強制的にこういう合併をしなさい

とか、したほうがいいですよという、そういう仕

掛けは積極的にはしていないというのが現状でご

ざいます。 

 それと、これに関連しますが、合併した、合併

するに当たって、最適な世帯規模とか、そういう

マニュアル、基準です。そういったのはどう考え

てるかということですけども。これも先ほどと関

連しますけども、それぞれの関連する自治会の考

え方によりますので、一定のマニュアル的なもの

は持ち合わせておりません。 

 ただ、これまでの合併の経験というのも担当課

長以下、ノウハウ、あるいは手法を持ち得ており

ますので。相談を受けた自治会に対しては、積極

的に支援、サポートはしていきたいと思っており

ます。 

 以上です。 

○委員（成川幸太郎）今、そういうスタンスと

いうのはわかっているんですが。今後、やはりこ

ういう地域を維持していくということを考えれば、

やはり行政が何らかの形で積極的に入っていって、

その再編する目的を理解してもらうということを

していかないと、ただもう地域に任せっ放しでは

なかなか進んでいかないのじゃないかと思います

ので。また、そういった対策も講じながら、再編

を図っていただければと思います。 

○委員（井上勝博）自治会が小規模化したり、

担い手がいなくなったりしていく中で、やっぱり

若い人たちが、そういったところから出ていくと

いう傾向というのが、やっぱりあるわけです。役

員をずっと続けなきゃいけないとか、そういう話

はよく聞くんですね。若い人がなぜ過疎地に住も

うとしないのかという原因の一つに、若ければ、

やっぱり役員を任されるということで、それが非

常に負担になって、それでできるだけ人口の大き

いところに行ったら、役員の回ってくるのが少な

くなるという、そんな話も聞いたことがあるわけ

ですが。そのことによって悪循環といいますか、

規模が小さくなって、若い人が出ていって、さら

に規模が小さくなり、高齢化が進むということに

なってるように思えるわけですけれども。そうい

った実態については、どのように把握されていま

すか。そういうことをよく聞くんですけれども、

当局はどのようにお考えでしょうか。 

○企画政策部長（永田一廣）中山間地域の過疎、

高齢が厳しい自治会において、さらに過疎化が進

むという現状は、全体的には認識しております。 

 ただ、その原因が、若い人が出ていくから、単

に若い人が出ていくからと、一つの要因ではある

かもしれませんけど、短絡的には考えていないと

いうか、大きな原因の一つの要因ではありますけ

ど、それが原因だというふうには考えていません。 

 それで、井上委員、冒頭ございました、自治会

に入らない人たちの理由というのを聞きますと、

自治会に入るメリットがないとか、あるいは役員

になるのが苦痛だとか、いろいろございます。そ

ういう声は十分聞いて、認識はしておりますけれ

ども、そのことによって若い人が出ていって、地

域が衰退していく、そういう分析は、今では至っ

ていないということでございます。 

○委員（井上勝博）分析をしていく必要がある

と思うんです。よく聞くんですやっぱり。うちの

弟なんかもそうなわけ。もう若ければ、仕事が若

い人のところに集中、地域の仕事が集中してくる

と。もう本当に耐えられない状態まで来るという

ようなことを言ったことがありまして。やっぱり

そういうような分析をして、そういう人たちが、

いや、この地域に住んでることについてやっぱり

メリットがあるというふうに感じられるような、

そういう政策を持っていく必要があるんじゃない

かなというふうに思います。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）私は２点質問をさせて

ください。 

 自治会加入率を８１.４から８５に３.６％上げ

るという５年計画であります。大規模の市街部の

人たちの加入率が低くて、なかなか加入率が上が

らない。この３.６も非常に厳しい数字だろうなと

は思いながら。以前、私は前の期のときに一般質

問させていただいた中で、市として今、自治基本

条例の第２５条に「自治会加入の参加を努めるも

のとする」という努力規定が自治基本条例の中に

は登載されているんですが。市のスタンスを－

例えば自治会加入促進宣言都市であるとか、加入

促進条例であるとか、そういう行政の市のスタン

スを、もっと前面に押し出す必要はないかという

一般質問をさせていただいたことがありました。

そのときには、お考えはないということでしたけ

ど。もっと市側がそういうスタンスに立てば、も
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っと各地で自治会長さん方、いろんな取り組みの

中で、市として加入促進を図っているんだという

部分が動きやすいのではないかなというふうに考

えるんですが、市としてそういうふうな、前面に

表看板として大きく掲げられるお考えはないのか

が１点。 

 ２点目は、ちょっと各論で済いません。本当各

論で。「コミュニティ活動拠点施設の整備・改修等

を実施します」というのを、文言が施策の方向等

にあるもんですから。一応、人口１万１,５００人

を擁する可愛地区が昭和３０年代に建てられた地

区コミュニティ協議会の建屋の中で頑張っておる

と。昭和３０年代に建てられた建物の中で、一番

古い建物の中で頑張っておるという実態の中で、

この１０年間の間に、そこあたりの整備計画とい

うもののお考えがないのかだけ、なければないで

結構ですから、お答えください。 

○企画政策部長（永田一廣）２点御質問いただ

きました。 

 まず１点、この自治会加入について、都市宣言

をする、あるいは条例制定をする考えはないかと

いうことでございます。 

 結論から申し上げますと、現時点において、さ

きにお答えしたとおり、都市宣言、条例制定につ

いては、今のところは考えておりません。今後の

本市の自治会加入の動向等を見極め、あるいはそ

れが、その効果等を勘案しながら、必要な時期、

また研究はさせていただきたいと思います。 

 なお、これも繰り返しお答えしておりますが、

この自治会加入というのは、だんだん下がってき

ておりますので、２、３年ほど前に、関係者、市

民ですけど、集まっていただきまして、いろんな

取り組みを進めております。８月を加入促進月間

と定めまして、懸垂幕、そういった周知活動のほ

か、特に市街地部につきまして、希望のある自治

会に対しましては、本市コミュニティ課職員、夜、

時間を割いて、戸別訪問をして声かけをするなど、

その他、新たな取り組みを進めてきております。

大変難しいテーマで、８５％というのはちょっと

厳しい数字ではありますが、より加入率を高めた

いと思っております。これが１点目。 

 それと、コミセンの整備ですが、御指摘のとお

り、可愛地区コミセンは、昔の養護老人ホームで

すか、そこの施設を改修する形で、昭和３０年代

建設の施設でございます。経過年数からいけば、

確かに長いんですけども、その後、いろんな改修

工事等もしてきておりまして、使う際に、駐車場

の問題とか、坂があるとか、そういったのはあり

ますが、施設そのものについては、まだ使えると

いうことで、今のところ、この１０年間に可愛コ

ミセンをつくるというのは、具体化しているもの

はございません。老朽化とか、緊急性、災害、防

災の観点とか、そういったのを総合的に勘案しな

がら、今後、そのコミセン改修、増築を含めて研

究していくことになろうかと思います。 

 以上です。 

○委員（川畑善照）先ほど、自治会の統廃合、

統廃合というか、そういうのは役所としては積極

的には口出ししないと言われるわけですが。そう

いうこともある程度リーダーシップをとらないと

うまくいかんのかなと。小さな過疎的になってい

ったら、やっぱり合流していかなけりゃいかんの

じゃないかということが一つ。 

 それから、市街地においては、分譲マンション

が今も建ち方ですが、また、太陽パレスの跡もそ

のように聞いております。そうなりますと、自治

会の基本的最低基準の世帯数とか、そういうのは

決めていらっしゃるんですか。いずれにしまして

も、その地域にもし自治会に入ってもらう場合に、

どうしても入ってもらえない、そういうアパート

とか、マンションの方、あるわけです。そうする

と、このパーセンテージは下がる可能性があるわ

けです、加入率が。そういうことも含めて、やは

りマンションが、例えば何十世帯となれば、一自

治会にして、そこでもう組織をつくってもらうと

か、そういうのはやっていらっしゃいますか。 

○企画政策部長（永田一廣）自治会の再編につ

きまして、市としての基本的な立ち位置は、冒頭

申し上げたとおりですが、何もしていないという

ことではございません。個別の相談があった場合

には、足を運んで、夜間の会合に出ていく、これ

が一つ。 

 それと、４８地区コミ全てにおいて、そういう

悩みがございます。樋脇にしてもそうですし、甑

島、最近では東郷もです。そういった声がござい

ますので、会長さん方が寄る機会が年に４回ほど

ありますので。そういったところで本市の現状、

市の考え方と現状と必要な情報は提起をしていっ

ております。積極的な仕掛けではありませんけど、

合併がもう直面する課題になりつつあるというの



－30－ 

を、間接的ですけど、会長さん方、地区コミュニ

ティ会長さんを通じて説明会をしていますし、支

援していくという姿勢を示す。これが１点です。 

 それと、市街地部の問題でしたが、最低限の自

治会の世帯数というのは、コミュニティ課として、

１０世帯以上とかといったのは持っておりません。

ただ、適正規模と申しますのが、平均すれば、

５０世帯前後が、大きくもなく、小さくもないと

いう一つの数字は持っていますけど。何世帯以上

でないと自治会ではありません、そういう決め方

はしておりません。 

 それと、マンションとかアパートです。これが、

ここが若い世帯が入ってきて、あるいは学生さん

が入ってきて、自治会加入、さらにネックになっ

ているところなんですが。こういったマンション

等につきましては、管理業者、または宅建業協会

を通じまして、自治会に、既存の自治会に入って

いただく、あるいは、自治会組織をつくっていた

だくように、これも毎年足を運んでお願いしてお

ります。そういった仕掛けをしてまして、ですか

ら、一つのアパートが、あるいはマンションが自

治会になるというのは当然あり得るということで

ございます。 

○委員（川畑善照）やはり、うちの自治会でも、

やはり金融機関の転勤族の方なんかは入っていら

っしゃいません。加入しても、いつ転勤があるか

わかりませんということです。そういうことやら

言われまして、なかなか入ってもらえません。 

 それと、やっぱり自治会として、アパートやマ

ンションがふえますと、どうしても加入率が低下

しますので、そういうときは、やはり特に分譲の

場合は、大手がやっぱりつくりますので、なかな

かそこまで介入しづらいと思いますけれども。自

治会長と話し合って、やはりそういうところは加

入率を高めるには、どうしても一本化されたほう

がかえっていいんじゃないかなと。四、五十世帯

の場合は。そういうことも考えられます。でない

と、既存の自治会で加入促進をしても、やはりい

ろいろトラブルの原因になったりしますので、そ

のところはまた含んでおいていただきたいなと思

います。 

○委員長（持原秀行）検討をしてみてください。 

○企画政策部長（永田一廣）柔軟に対応したい

と思います。 

○委員（谷津由尚）今の意見に若干関連するか

もしれません。自治会加入率がやはり問題になっ

ている中で、行政として、自治活動が機能する限

界というのは、加入率が何％を下回ったらほぼ限

界だと見ておられるのか。それに対して、８５％

の目標値というのは妥当なのかということを、ち

ょっと１点目にお聞きしたいと思います。 

 ２点目ですけど、今後の施策体系のところで、

住民自治に対する意識の向上という、これをもっ

て加入率の促進を図るということになるんですけ

ど、加入率促進のための施策としては、現状のま

ま、新たに何かを打たれる予定がおありなのか、

現状のままなのかを２点目の質問とします。 

 以上二つです。 

○企画政策部長（永田一廣）自治会の存立、最

低の存立ラインとして加入率は幾らと考えている

のかというのが１点目でした。結論から申し上げ

ますと、限界点、何％というのは持っておりませ

ん。県内の他市の状況を見ましても、ありますけ

ど、８０％、うちが８１.４％ですが。決して低く

ない、遜色のない数字です。１００％が理想です

けど。ですから、まだ十分自治会組織としては存

立する、ぎりぎりではないということで、５０％

なのか、４０％なのか、そこの数値は持ち得てお

りません。申しわけございません。 

 それと、これを８５％に引き上げるための新た

な施策、施策というか、手立てを考えているかと

いうことですが。現在、先ほど小田原委員のとこ

ろでも説明しましたが、いろんな取り組みをこの

２年ほど前から展開してきております。数値が大

きく向上していないというのは、ちょっと私ども

の力不足かもしれませんけど、引き続き、現在、

新たに取り組んで加入促進策を引き続きやってい

きたいと。 

 また、有効な加入促進策が見出せれば、それも

取り入れながら進めていきたいと思っております。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）もう一点、８５％という目

標値というのは妥当なのかどうかということにも

回答をお願いします。それはさっきの質問の残り

です。 

それと、今、２年前からやっている施策を引き

続きやっていかれるということだったんですけど、

２年前からその新しい施策を展開されて、その結

果が今がどうなってて、それがこの８５という数

字に結びついているのかどうか、目標値にですね。
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そこをちょっとお願いします。 

○企画政策部長（永田一廣）加入率８５％が妥

当か、実現可能かという御指摘からだと思います。 

 これまでのちょっと推移を申し上げますと、合

併直後は８４％程度の加入率だったかと思います。

これが残念ながら、現在８１.４というふうに下が

ってきております。そして、２年、３年ほど前か

ら、新たな取り組みを進めてきた結果、この

８１.４、残念ですが。若干下がってきております

が、その現状傾向というのは、カーブとしては緩

やかになってきているということで、何がしかの

効果は、その２年間、３年間の取り組みは効果が

あったと思っております。 

 それで、下がってきている中で８５％というの

を、担当課としても大変悩みました。減少してい

くというのを、傾向の中で厳しい８５を掲げるの

も、ちょっといろいろ議論したんですけど。やっ

ぱり今取り組んでいる取り組み、あるいは新たな

手法があれば、こういったのを手掛けていって、

８５には届かないまでも、引き上げる方向で努力

をしたいということで、きちんとした積算根拠と

いうのはありませんけど、ベクトル、気持ちとし

て設定した目標値でございます。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）はい、わかりました。いろ

いろ協議されて、減少率が減少したということで

すね。 

 先ほど川畑委員もおっしゃったんですが、今の

傾向として、やはり単身赴任者がアパートには非

常に多いということと、転勤族が非常にアパート

を中心に多いもんですから、そういう方々がなか

なか入られないというのが事実としてあります。 

 考え方を変えて、そういう方が気軽に入られる

という、やっぱそういう何かアプローチの仕方と

いうのを考えていかないと、今から先は当然もう

減る一方だろうなというのを、そういうのを危惧

します。 

極端に言いますと、その転勤族の方々は、当然、

首都圏から来られた方々が大半の場合が多いんで

すけど、自治会に入らないのが当たり前やという

考え方をされていますから。極端に言いますと、

そういう方がもうほとんどですので、自治会に入

っているのはよそのことという、そういう言われ

る割には、ごみ出しのときに非常に不便だとか、

そういうことをおっしゃるわけです。 

ですので、基本的に自治会活動、自治会に入る

メリット、デメリットというのはきちんとやっぱ

り理解をされてない。そういう方が来られたら説

明はしてあげるものの、余りにもやっぱりそうい

う無知な部分が多いんではないかというのを大変

危惧しますんで、そういうところをきちんと整理

してあげるだけでも変わっていくんじゃないかと

思います。 

 いずれにしても、その辺の単身赴任者とか、そ

ういう方に対するターゲットとして、何らかの施

策を打っていくべきではないかと思います。 

 その結果、５年先がぜひ８５％ぐらいまでふえ

ていっていただきたいと思います。 

○企画政策部長（永田一廣）今、谷津委員のほ

うから御提言いただきました。特に若い人、ある

いは転勤族について、転勤される方がなかなか入

っていただけないという実情は本当ございます。

それで、３年ほど前の検討会の中でも、その入ら

ない理由は何なのかと聞いた場合に、午前中も申

し上げたんですが、メリットを感じない。何も不

自由しない。市政の情報はいろんな形で来るから、

入らなくてもいい。役員になりたくない。いろん

なのがあります。逆に言えば、入ることによるメ

リット、自助、共助、そこら辺を説明、自治会長

さんを通じて説明したら入ってくれるんじゃない

か、いろんな提言もございました。 

 そういった加入を進めるマニュアル、口述書で

す。そういったのも準備しながら、必要な地域に

は回っております。 

 それと、もう一つ、これは取り扱い難しいんで

すけど。例えば会員じゃなくて、準会員にする。

あるいは、転勤を予想される方は、例えば役員は

班長までとか、そういう自治会の判断にこれもよ

るんですけど、そういう手法をとることによって、

加入促進もあり得るのかなと思います。そういう

アイデアもあります。 

 ただ、これを積極的にやっていけば、加入、正

会員でなくてもいい。極論すれば、もう入らなく

てもいいというそっちのほうを進める形にもなり

ますので、これについてはそれぞれの自治会の判

断にもよると思うんです。 

 ですから、何を言いたいかというと、入っても

らうための環境整備、メリットの説明も含めて、

そういうのも必要かなと思っております。 

○委員長（持原秀行）よろしいですか。 
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○委員（小田原勇次郎）最後に私ももう一言だ

け。私は、先ほどお話を申し上げたのは、まさに

そこなんです。要は、自治会というのは任意の団

体ですから、民間のいわゆる自治組織というのは

地域の方々が組織して、それを登録するという考

え方ですから。それをどう上げていくかという中

において、私が、行政が積極的な姿勢を示したほ

うがいいですよと申し上げたのは、いわゆるまち

づくりが、よろしいですか、薩摩川内市のまちづ

くりというのが福祉の政策であってもしかり、い

ろんな政策が自治会、環境政策にしてもしかりで

すよ。自治会という組織に非常に依存しておる部

分、依存という言い方はおかしいけれども、共助

の部分の中で、自治会を協力しながらまちづくり

を行っておるという施策が根底にあります。 

 ですから、そこをやはり市として、どうしても

やっぱり自治会加入をいう部分を率先して我々は

取り組んでいくんだという部分がなければ、それ

は公助でやっていけば、環境も、入ってない人た

ちの分の環境政策、公費を出していけばいいわけ

ですから。公費を出さずに、共助の中でやってい

くとするならば、やはり行政としては、要するに、

我々は自治会加入を推し進めていくんだという、

強いやっぱりスタンスというのは前面に押し出す

べきなのかなというふうに一応申し上げておくと。

ほかの施策にも影響が出てきますから、まちづく

りという観点で影響が出てきますので、ぜひ前面

に立って、加入促進を図っていただきたいという

ふうに思っております。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑はつきたと認めます。 

 以上で、施策１を終わります。 

 次に、施策２について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、５１ペー

ジ、５２ページをお願いいたします。 

 施策２、「お互いを認め合う人権の尊重と男女共

同参画の推進」でございます。 

 まず、現状と課題、三つに整理をしております。 

 まず一つ目におきまして、冒頭、現状として書

いてありますが、中段から「今後もなお」といっ

た部分になりますけども、あらゆる場を通じまし

た人権教育・啓発を推進し、一人一人の人権が尊

重される環境づくりを進めていく必要があるとい

うふうに捉えております。 

 「また書き」になりますが、同様に、人権や男

女共同参画について、正しく理解するための啓

発・公報も推進することとし、全体として、社会

全体としての意識改革につなげていく必要がある

というふうに整理をいたしました。 

 二つ目につきまして、虐待やＤＶ等に関する人

権侵害事案につきましては、内容が複雑、多様化

しておりますので、国・県・関係機関と連携とり

ながら、相談から救済までの一連の支援体制の充

実を図る必要があるというふうに整理をいたしま

した。 

 三つ目は、男女共同参画についてでございます。

取り組みの経緯等を前段で書いてございますが。

一段落の行動になりますけど、男女共同参画の理

念や、これを実践に結びつける行動がまだ十分定

着しているとは言えないという考え方のもと、今

後におきまして、各種審議会等の委員構成への配

慮及び政策等の決定過程への参画を促すとともに、

全ての政策におきまして、このような男女共同参

画の視点に立って推進できるよう、実現に向けた

取り組みを促進するということといたしました。 

 このため、右側の施策の方向性は三つの中で、

一つ目、人権教育・啓発の推進でございます。 

 あらゆる場において教育・学習機会の充実を図

る。また、人権を尊重するための啓発・広報等に

力を入れるというふうにいたしました。二つ目に

つきまして、相談体制の充実でございますが、高

度化する案件に対応可能な体制の整備というのが

基本でございます。このため、国・県・関係機関

等との連携を強化いたします。また、同様に、こ

のような問題に対応します職員等の人材等につき

まして、スキルアップなど、各種相談員の育成と

確保を努めるというふうにいたします。 

 三つ目、男女共同参画社会の実現に向けた啓発

と取り組みの促進につきまして、三つでございま

すが、一つ目におきまして、学習機会の充実を図

るという点が第一でございます。二つ目に、人権

侵害に関係しますが、暴力の根絶意識の浸透を図

っていくという啓発も行いたいと思います。三つ

目には、男女共同参画のうち、女性５０人委員会

の運営の充実を図ることで、そういう環境をつく

ってまいりますし、意思決定過程への女性参画を

拡大していくという形をいたしております。最後

に、全ての施策について、男女共同参画の視点に
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立った取り組みを行い、男女共同参画社会の実現

を目指すというふうにいたしました。 

 目指すべき姿は、左側になりますが、一人一人

の人権が尊重され、男女がお互いを認め合い、地

域社会の一員として参画できる環境が整っている

というのが到達点であろうというふうに考えてお

ります。 

 このため、成果指標、目標値は、市民アンケー

トとして二つ掲げさせていただいております。一

つ目は、一人一人の人権が尊重されていると感じ

ている市民の割合。二つ目には、各種団体、協議

会等への女性の参画が進んでいると感じている市

民の割合ということで、それぞれ７５、５８を矢

印のようにふやしていくという考え方でございま

す。 

 このため、右下の役割分担の中で、市民の部分

でございますが、「（市民）」では、人権の尊重意識

及び男女共同参画の意識の醸成や浸透を。「（事

業）」者につきましても、人権を尊重した職場づく

りや仕事と生活の調和を図ること。また、企業活

動の中でも方針決定への女性の参画を促すこと。

「（地域・団体）」につきましては、あらゆる方々

のその交流を深める地域活動でありますとか、体

験活動を行うボランティア活動を積極的に企画し

ていただくことを促しております。 

行政につきましては二つでございますが、人権

尊重に関する啓発及び相談しやすい窓口、また、

研修等の機会を積極的に提供していくこと。二つ

目には、市がかかわります各種審議会等におきま

して女性の参画及び施策形成上、男女共同参画の

視点に立った取り組みを進めていくという姿勢を

示したとことでございます。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ただいま、当局の説明が

ありました。これより質疑に入ります。御質疑を

願います。 

○委員（谷津由尚）大きな意味で２点質問しま

す。 

 まず、この市民アンケートの結果で、一人一人

の人権が尊重されていると感じている市民の割合

の方は７５％という。つまり２５％の方はそれを

感じておられないということであって、これ大変

なことだと思うんですけど、この要因のすみ分け

というのは、まずできているのかどうか、それが

１点です。 

 ２点目です。その要因に対して、この施策の方

向性の三つがきちんとリンクされているんですね

という確認です。 

 以上２点です。 

○企画政策課長（上大迫 修）市民アンケート

の一人一人の人権が尊重されていると感じている

市民の割合につきましては、総合計画策定に当た

りまして、定期的に実施している中の一つでござ

います。残り２５％の方々が、結果的に、分析は

いたしておりません、詳しくは。結果としまして、

残り２５％の方々が、人権といった部分の認識が

低いといいますか、認識されてなくて回答がない

のか、それともやはり阻害する要因があるという

ふうに捉えているのかといった部分については、

私どものほう、そこまでの調査はいたしていない

ところでございます。 

 そのため、先読みの分になりますが、そのため

に、施策の方向性の中では、やはり啓発でありま

すとか、機会の充実でありますとか、そういった

部分が入り口論としてはきちっと対応すべきだろ

うなという考え方でのマクロ的な構成となってい

るところでございます。 

○委員（谷津由尚）分析はされてないというこ

とで、この施策体系が非常に入り口の部分で整備

をしたということなんですけど。向こう５年間の

活動ですので、やっぱり何らかの形で分析をせな

いかんと思うんです。要因的に、占有率が高いと

ころから、高いものから幾つかは、それに対して

１対１でその施策を打っていくということをやら

ないと、入り口論だけでは、向こう５年間として

は、私は不足だと思います。いかがですか。 

○市民福祉部長（春田修一）人権に関する問題

につきましては、教育委員会も含めまして、かな

りの部署で、子どもから含めまして、市民福祉部

だけでなくて、各部が携わっているところでござ

います。そういうこともございまして、本市の中

では、本年の６月でございますが、人権啓発、人

権教育啓発基本計画というのを策定いたしており

まして、関係課に一緒になりまして、今後のある

べき姿、それぞれの課題に向けてのあるべき姿と

いう形で計画を策定しておりまして、それらに基

づいて、今後、毎年検証しながら進めていければ

なというふうに考えております。 

 ただ、県が人権に関する意識調査というのを平

成２５年度に行っているところでございますが、
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これにおきましては、インターネットによる人権

侵害、あるいは高齢者の虐待、あるいは障害者へ

の差別、あるいはＤＶと、さまざまな部分があり

まして、本市におきましても、子育て支援課が担

っております配偶者暴力相談支援センターのほう

へもかなりの相談件数が参っておりますし、包括

支援センターのほうにでも、虐待という形で上が

っているところでございます。これらの部分を、

目に見えている部分をまずは解決するという部分

で、今後、重点的に取り組んでいく必要があると

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）今ほどおっしゃいました人

権啓発基本計画ですか、６月に策定されたとおっ

しゃいましたが。そうであれば、今、部長が御答

弁されたのは、一般的なという、問題の種類があ

って、それが本市でもやっぱ起こっていますと。

それに対して、目に見えるのはきちんと手を打っ

ていきますと。それはそれで正しいんですけど。

ただ、その結果、この７５％に対して改善が見込

めるのか、改善の方向には行くんでしょうけども、

それで本当にポイントをつけているのかという裏

づけがないわけです。ですので、人権啓発基本計

画に基づいて活動されるんであれば、やはりその

条文はこの一番下の行政の責務として、役割分担

としてそれをもとに解析をして、今後、５年間の

間で成熟させていきますという文章は入れるべき

だと思います。そうせんと、本当に表面的ではな

いんですが、一般論的な部分しか着手できない、

あるいは入り口論で終わってしまう。成長がない

わけです、政策の。と思うんですけど、いかがで

すか。 

○企画政策課長（上大迫 修）今回、５１ペー

ジに書いてありますとおり、成果指標を掲げて、

今後も毎年調査をして、政策動向をいたしますの

で、その先にあります原因分析の部分ですね。な

ぜ２５％の方が尊重されてないというような意思

表示になってしまったのかといった部分について、

掘り下げて作業する作業につきましては、市民福

祉部等と連携をとりながら、個別の調査の中で原

因を究明して、それを解決に結びつく施策につい

ては、毎年度の予算の中で具体化させていただき

たいなというふうに考えております。 

 特に、ＤＶの問題からそういうのを感じておら

れるのか、差別的な部分から感じておられるのか

によりまして、個別なアプローが違ってまいりま

すし、また、関係する施策等の連携等も出てきま

すので、ここにつきまして、この細かな部分まで

申し上げられませんが、今後作業する上では、そ

この原因分析を捉えて、評価といいますか、取り

組みという形に結びつけさせていただきたいと思

います。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

○委員（井上勝博）アンケートで各種団体・協

議会等への女性の参画が進んでいると感じている

市民の割合ということで５８％となっているわけ

ですが。これは女性の参画が進んでいるかどうか

ということについては、もっと客観的な資料とい

うのはないんですか。女性参画が進んでいるかど

うかの客観的な。それ本市はどういう状況なのか

というのをちょっと御説明いただきたい。 

○コミュニティ課長（十島輝久）各種審議会等

への女性の登用率の推移を若干説明をさせていた

だきます。 

 平成２３年度に２２.１％、いろんな各種行政が

行う審議会への女性の委員の登用率でございます。

その後、２２％台に推移して、平成２６年度も

２２.３％ということで、横ばいの状態でございま

す。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）行政がやっている審議会で

そういう率しか上がってないということでありま

すので、行政の努力というのが相当なされなきゃ

いけないのかなと思うんですが。その辺について、

もう具体的な施策というか、そういうものはない

んですかね。ここに行政の役割ということでは言

ってるんだけど、行政がかかわっている分野だけ

でも横ばいですから、もっと具体的な強力な施策

というのがあっていいんじゃないかと思うんです

が、どうなんでしょう。 

○コミュニティ課長（十島輝久）施策とまでは

ですけど、取り組みとして、昨年度から、先ほど

言いましたとおり、庁内の各課が把握しておりま

す、推薦する各種団体が実質は推薦するわけです

が、審議会の委員につきましては、部課長会等で

ぜひ女性の登用をということで声かけをしており

ます。 

 また、任期が決まっておりますので、任用がえ

をするときなどに担当のほうで各課に女性の推薦

をということで、個別に依頼をするような形で今
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進めておりますので、今後、若干は上がってくる

のではないかというふうに思っているところでご

ざいます。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑はつきたと認めます。 

 以上で、施策２を終わります。 

 次に、施策の３について、当局に説明を求めま

す。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、資料は

５３ページ、５４ページでございます。 

 施策の３、「市民の視点に立った身近で利用しや

すい市役所づくりの推進」でございます。 

 現状については三つでございます。 

 ①におきまして、広報紙やホームページなど、

行政情報を定期的に提供している実態等を捉えな

がらも、今後におきまして、多様な媒体により行

政情報について適切に発信する必要があるという

ふうに捉えております。「また書き」からでござい

ますが、それと同時に、いろいろな機会を捉えま

して、広く市民の皆様の意見を聴取し、市政への

反映を充実していくことが必要というふうに捉え

ております。 

 ②につきまして、行政サービスの質の部分等に

なりますが、特に後段の部分になりますけども、

今後もさらに職員の削減及び組織・機構の見直し

を進めると同時に、市行政サービスにつきまして、

効率的かつ効果的なものとなるよう、必要とされ

る人材の育成・確保を図っていくことを示してお

ります。 

 三つ目につきましては、利便性向上の一環とし

まして種々の取り組みをしておりますが、市民の

方々が利用しやすい環境整備に取り組んでおり、

それをさらに引き続き展開し、さらなる利用向上

に取り組む必要があるというふうに考えています。 

 今後、特に市民のニーズや行政課題等に対応し

ていくため、ＩＣＴの活用等によります本庁、支

所の役割を含めた業務の見直し、集約化、定員適

正化など、総合的に一層のサービス向上を図るた

めの取り組みが必要というふうに整理をいたしま

した。 

 右側のほうの施策の方向性は三つでございます。 

 一つ目に、広報・広聴活動の充実につきまして、

あらゆる手段での積極的な受発信により、市民と

情報を共有し、市民が市政に参加しやすい環境づ

くりに取り組みといたします。 

 二つ目は、人材育成・確保でございます。人事

評価制度等の自主的な導入、充実のほか、各種研

修などによりまして、高い意欲と政策形成能力を

持った人材の育成に取り組む必要がございます。 

 「また」からになりますが、特に施策に求めら

れる専門性の高い人材の確保が急務となっている

ということで、その方向性を示しております。 

 三つ目につきまして、組織・機構の見直しが三

つでございます。本庁と支所の役割を整理するな

ど、組織・機構の効率化を図る必要があります。

また書きからになりますが、職員削減を図りなが

ら、それぞれの業務に適した適正な職員配置が図

られるよう工夫するということでございます。二

つ目につきましては、業務の効率化・集約化を図

り、多様化する行政サービスに対応できるような

組織体系・、機構を構築してまいります。三つ目

につきまして、社会環境の変化の部分がございま

すが、社会保障制度のマイナンバーの関係であり

ますとか、ＩＣＴの普及活用などによりまして、

さらなるサービス向上を図ろうというふうに、そ

の内容を検討してまいります。 

 このため、目指すべき姿は、市民の皆さんが求

める行政サービスを提供できる人材と体制が整っ

ているというのが目指すべき姿となっております。 

 成果指標、目標値につきまして、アンケートに

よりまして、行政サービスについて満足している

市民の割合を６８％から引き上げてまいります。 

 また、同時に、情報共有を図る観点や行政に意

見なりを反映するという観点からも、ホームペー

ジのアクセス数につきまして、アクセス数を維持

向上させていくという考え方でございます。 

 最後に役割分担でございますが、市民の「（市

民・事業者）」につきまして、まちづくり懇話会等

に直接参加をお願いをし、行政情報への関心を持

っていただきたいというふうな促し。また、「（地

域・団体）」につきましても、いろんな機会等を通

じまして、市政への積極的な参加に努めていただ

きたい、関心を持ってきていただきたいというこ

とを示しております。 

 行政の部分につきましては、施策の方向性と重

なっておりますが、広聴・広報活動を充実してい

くこと。簡素、効率的なスピード感のある組織づ

くりをやっていくこと。また、組織、職員数の見
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直しとともに、意識改革や能力開発を実施し、市

民の視点に立った行政サービスができるように努

めるということを役割分担としております。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま、当局の説明が

ありました。これより質疑に入ります。御質疑を

願います。 

○委員（谷津由尚）市民アンケートで行政サー

ビスに満足している市民の割合６８％、大変低い

んですけど。この目標値が、矢印じゃなくて、こ

れこそ私は１００％に近づけるような目標値を組

むべきだろうと思うんです。ただ、この６８％の

先ほどの質問じゃないですが、６８％の要因分析

ができておられるのかというのが非常に気になり

ます。それが質問の１点目です。 

 それと２点目です。その要因に対して、この施

策の方向性をつなげられているとは思うんですが、

特に③の組織・機構の見直しですね。ここと要因

分析をした結果とリンクしているかどうか、ここ

確認を、まず確認をさせてください。 

 以上質問です。 

○企画政策課長（上大迫 修）まず、市民アン

ケートの行政サービスに満足している市民の割合

が６８ということについては、積極的に満足して

いるというふうに回答された方の割合になります。

アンケートをさせていただくときに、同時に自由

記述の中で、不満に感じている理由といった部分

を年代別、性別含めてちょっと評価させていただ

いておりますが。内容的には、感じている理由は、

きちっとアンケート調査の中でしておりますが、

かなり広範にわたっておりまして、内容的な部分

では、来庁時の対応が悪かったでありますとか、

直接触れたときの感想を書いておられる部分があ

りますが、給与が高過ぎるであるとか、いろんな

ことを書かれております。これらにつきまして、

それぞれの施策の中で、取り組めるものも多様に

あると思っておりますが、直接的には窓口等のほ

うで対応したり、行政に問い合わせをしたりとか

いった分に適切に対応してほしいというふうな意

見等が主ではなかろうかというふうに捉えている

ところでございます。 

 特に、年代的に申し上げましても、４０歳代、

５０歳代の方々につきましては、行政の必要な書

類が多いでありますとか、電話での対応が不満で

あった。それと、あとは、サービスにつきまして

は、土日に窓口を利用できないことへの不満であ

りますとか、それぞれの細かな部分でありますの

で、トータル分析して、ここだけで問題が解決で

きるといった部分はありませんが、ここの不満と

されています理由等については、適切に押さえて

おりますので、今後の中で処理をさせていただき

たいというふうに思っております。 

 それと、政策の指標と施策の方向性についてで

ございますが、行政サービスの満足度が低いとい

う部分につきましては、そこを担っております人

材の確保、組織的な問題、それとそのサービスに

結びつけるまでの広聴・広報といった部分では、

成果指標と施策の方向性というのは、直接的リン

クというよりは、前提となる広聴・広報が必要で

あること。それと、直接支える人材の育成が必要

であること、それのそこから見たときに、サービ

スを体系的に実行し、運営していくための組織・

機構ということで、リンクはした形となっている

というふうに考えているところでございます。 

○委員（谷津由尚）わかりました。いろんな苦

情に似た不満があると思うんですけど。その中で、

やっぱり例えば利便性を向上させるという意味で、

例えばコンビニ交付、そういうのをやり始めたん

ですが。そうじゃなくて、やはり市役所の機能と

いうものの大きなのは窓口機能というのが大きな

ウエートを占めてまして、あるいは電話対応です

ね。その辺の接客対応というか、接遇といいます

か、システムも含めなんですが、いずれにしても

対応された人の印象とか、第一印象とか態度で決

まるところが大分あるんですよね、どうしても。

特に、たくさんの書類をあっち行って、こっち行

ってやって手続をせんないかん場合は、特にそれ

が感じられるわけです、市民の方は。 

ということで、私はこの③の組織・機構の見直

しという、これにそういうところをきちんと整備

をするという方針を立てないまま、この３番に行

っちゃうと、これは改善は難しいだろうという気

がするんです。 

ですので、この今、施策の方向性三つ上げてお

られますが、やはりこの中に、②のもうちょっと

ここを強力に展開されないとだめだと思うんです

よ。 

 いずれにしても現状値が６８という、確かに大

変満足されているという方の数字かもしれません

が、この数字で皆さんというか、行政関係者がど
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う思うかです。これでいいのか、いや、絶対これ

じゃだめだと思うのか。 

 したがいまして、目標値の上げ方も矢印じゃな

くて、私はもっとアグレッシブな数字をここに上

げるべきだと思います。そういうことをやって、

しかるべきなものでありますんで、ぜひこの点は、

そこのところの内容をよく成熟させられるように

お願いをしておきます。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）よろしいですか。 

○委員（井上勝博）ここでやはり市民の視点に

立った身近で利用しやすい市役所づくりという表

題ではあるんですが。随所に組織の見直しや職員

数の削減という問題が出ていて、本当にここの

ページというのは、行政改革を言っているのか、

それとも本当に市民が利用しやすい市役所づくり

を言っているのか、何か混在しているかのような

感じがするわけです。 

 それで、「ＩＣＴの活用等により、本庁・支所の

役割を含めた業務の見直しや集約化、定員適正化

を進めるなど」というふうに言っていますが、私

は、ＩＣＴは情報通信技術の発達によって、非常

にそういう業務が効率的に進められるようになっ

てきているということだと思うんですが。そうい

う技術を駆使して、支所というのを単なる行政の

窓口機関というふうな位置づけではなくて、やっ

ぱり市民から見れば、支所というのは市長のいる

ところなんです。やっぱ、市長のかわりとしての

支所長がいるところなんですね。だから、よく行

事なんかに、支所長はよく呼び出されて、「もう日

曜も土曜日もなかっ」ち言われるわけですけれど

も。それだけ支所長というのは頼りにされていて、

我々議員なんかよりもずっと頼りにされている存

在なんですよ。 

 だから、そういう支所をもっと位置づけを逆に

高めていく、ここで言っているのは、どうしても

やっぱり支所再編という問題が出てくるような内

容になってるわけで、支所の役割をもっと見直し

していくと。単なる窓口機関ではなくて、市民の

よりどころとなる場所であるという位置づけをや

っぱりしていく、していってこそ初めてこれだけ

広大な面積がある薩摩川内市を運営していくとい

うことになるんじゃないかなというふうに思うん

です。そこら辺、支所に対しては軽過ぎるんじゃ

ないかなと、扱いが。というふうに思うんですが、

こういうことは何回か議論していくことでありま

すけれども、改めてどのようにお考えなのか聞く

んです。 

○企画政策部長（永田一廣）この施策３で支所

についての御質問、御意見だったかと思いますけ

ども。現在、八つの支所がありますけども、この

支所の機能というんですか、サービス窓口として

の支所の機能について、決して軽んじているつも

りはございませんし、今後も市民サービスの提供

の部署として、部署といいますか、場所としては、

機能としては、これまでと同様考えていきたいと

思っております。 

 支所のあり方につきましては、もうこれまでも

市長が答弁しておりますので、もうこの場では申

し上げませんけれども、確かに職員数を削減して

いく中で、支所だけでなくて、本庁もそうなんで

すけども、全体の業務の集約化を図って、効率的

な組織体系にしていく必要があるというふうに考

えております。 

 ただし、その前提として、市民に対するサービ

スにつきましては、維持、あるいは向上といった

視点で取り組んでいきたいと考えております。 

 御質問の点がちょっと直接的な回答になってい

ないかもしれませんけど、以上で回答とさせてい

ただきます。 

○委員（井上勝博）これは、市長の方針として、

今後、支所の見直しをするというふうに言ってま

すので、その枠内の議論になってしまうわけです

けれども。それに反する私は考え方なもんですか

ら、議論はかみ合わないんだと思いますけれども。 

 それはさておいてということで、あと、この社

会保障・税番号の制度の運用やＩＣＴの活用、こ

れＩＣＴは何かわかるような気がしますよ。素早

いサービス提供になると思います。パソコンにち

ょっと向かって、ちょこちょこっとやれば、いろ

んなことが、情報が入ってきますので、前からす

ると、大分、行政の効率化は進んでいるというふ

うには思うんですが。この社会保障・税番号制の

運用による行政サービスの向上というのは、どの

ようなことを目指しているのでしょうか。 

○企画政策部長（永田一廣）いわゆるマイナン

バー制度につきまして、制度の仕組みの構築は現

在進んでおりますが、まだ、具体的に表に出てき

ていないところがあります。スケジュール等をま

ず申し上げますと、来年１０月に全ての国民に対
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して番号が付与されます。市民に対しては市長が、

市が全市民に通知し、平成２８年１月からマイナ

ンバー、カードです。カードを希望する市民は

カードを受けることができて、向こう１０年間保

有できる。国においては、平成２８年１月から必

要なサービス提供ができます。一方、県、市町村

は１年おくれの平成２９年１月からマイナンバー

カードを使ったサービス提供ができることになっ

ております。 

 このマイナンバー制度の導入につきましては、

行政側のメリットもそうですけども、国民のほう

にもメリットがあります。言われておりますのが、

必要なサービスを受けられる国民、市民に対して、

行政側が抽出してサービスを積極的に提供といい

ますか、紹介、案内できるというプッシュ型の

サービスができるということになっております。 

 それと、このマイナンバーカードが全国民、制

度化されますと、申請漏れとか、本来、サービス

を受けられる国民が、これまで受けられなかった

というケースもあるかと思いますが、そういった

漏れがなくなって、国民の利便性が高まる。逆の

見方を言いますと、サービスを提供する国とか市

町村も、その漏れとか錯誤とか、そういったのが

なくなって、効率的な仕組みが構築できる。いろ

いろメリット、デメリットも当然懸念されますけ

れども、そういうメリットがございますので、こ

のカードを使った新たなサービス提供を考えてい

きたいと。 

 済いません。具体的になっていない点がありま

すので、どういうサービスが本市の場合、活用で

きるのかというのはまだ説明できませんけれども、

今後、有効なメニューがあれば、積極的に取り組

んでいきたいと考えております。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）１点だけ、これはもう

要望になると思います。この政策６の地域経営、

「市民みんなで考え、行動するまちづくり」とい

う観点、このまちづくりという部分は、平成

２０年に策定をしました自治基本条例に、私はま

ちづくりの根幹は網羅されているというふうに私

は認識をいたしております。ややもすると、制定

されて、市の職員にしてもしかり、市民の皆さん

方にしてもしかり、我々議員にしてもしかり、こ

のまちづくりの根幹の自治基本条例のいわゆる意

義という部分を忘れがちになりかねない部分があ

るのかもしれません。もう一度、やはり当局も再

度、自治基本条例の制定当初に返って、再度再認

識をして、まちづくりに取り組んで、我々議会も

当然議会基本条例に基づいて施策を展開していき

ますから、そういう形のまたさらなる展開が必要

ではないかと、自治基本条例の中にはまちづくり

に関する非常にいい文言がたくさん出ております。

市の、市民の役割もたくさん出てまいります。そ

こあたりを再度認識していけるような、いわゆる

取り組みを当局のほうにも要望をさせていただき

ます。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）要望です。ほかにござい

ませんか。 

○委員（福田俊一郎）税番号制について、永田

部長のほうから詳しい説明がありましたので、こ

こにも注釈をつけて、記載をしておいてください。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑はつきたと認めます。 

 以上で、施策３を終わります。 

 次に、施策４について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）それでは、５５、

５６ページでございます。施策の４、「効果的かつ

効率的な行政経営の推進」でございます。 

 課題は三つ整理させていただいておりますが、

①の前段部分を割愛し、後段の部分になりますけ

ども、今後の行政経営につきましては、交付税の

段階的な縮減、少子高齢化等、多くの課題を抱え

る中で、人・モノ・金などの必要な行政資源を投

入していくためにも、成果指標に基づき、客観的

な施策、事業を見直す手法でありますとか、重要

度・優先度等によって施策、事業を取捨選択し、

より重点化を可能にしていく仕組みがどうしても

必要だというふうに課題を整理しております。 

 二つ目に、市が保有します公共施設につきまし

て、行政サービスの効率化は努めてまいりますが、

努めるのは当然のことながら、利用の実態や人口

減少等を踏まえた施設の適正配置をさらに進めて

いく必要が必要であること。また、社会インフラ

と言われます道路・橋梁など、全体的な基盤につ

きましても、新たな投資との調整を図りながら、

長く使えるような長寿命化対策を進めていく必要

があるという施設管理的な視点でございます。 
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 三つ目につきましては、産業でありますとか、

医療・福祉でありますとか、単独の自治体では解

決しにくい部分を、隣接の自治体等も含めて連携

しながら課題解決しなければならない部分につい

ては、そういう地域連携ですか、広域的な部分と

いうことが必要であるというふうに整理をいたし

ました。 

 このため、右側の施策の方向性につきまして、

①行政経営システムの構築ということでございま

す。 

 一つ目のひし形の部分では、施策の目標達成及

び施策に掲げます事務事業について、目標設定に

基づき、事業手段や改革等に結びつけるため、Ｐ

ＤＣＡの仕組みの中の評価を実施し、重要度、優

先度を踏まえた経営資源の効果的、効率的な活用

を図っていくことが必要といたしております。こ

のため、今回、総合計画にも関係いたしますが、

施策、成果等を把握するための市民アンケート調

査をつぶさに実施するとともに、事務事業評価、

施策評価の結果等につきましても公表し、市民の

皆さんと情報を共有するということが必要という

ふうに考えております。 

 二つ目の公共施設等の効果的維持管理につきま

して三つでございます。一つ目には、公共施設に

つきまして、利用の実態や今後の利用予測等に基

づき、公共施設の白書を策定し、施設の適正配置

や機能集約を図っていくことがサービス向上のた

めの一つの要因というふうに捉えております。二

つ目につきましては、道路・橋梁等のインフラ、

全ての公共施設について、今後どのように利用を

図っていくのかという総合管理計画を策定してい

くことで、効果的な管理と運営に資する必要があ

るといたしました。三つ目には、未利用資産につ

きましては、売却等含めた処分の方向性を明確に

していくということでございます。 

 最後、三つ目、広域連携等の推進につきまして

は、先ほども申し上げましたが、取り組むべき課

題等について、隣接自治体等の連携、また、産業

界、大学、金融機関等の産学金官の連携を図って

いくことを方針として定めてところです。 

 目指すべき姿は、５５ページ中段になりますが、

市政経営の方向性が共有され、市民等が施策の展

開に参加しているといったことに持っていくのが

行政経営というふうにしたところでございます。 

 このため、成果指標と目標値については、市民

アンケートによりまして、市民・地域・行政等の

役割分担が理解される中で、各種の取り組みが実

施されていると思うという市民の割合をアンケー

トによって調査し、これを引き上げていきたいと

いうふうに考えております。現状は６２％でござ

います。 

 このため、右側の役割分担につきまして、「（市

民）」の皆さんにおきましては、施策へ関心を持ち、

みずからも取り組みに参加しましょうということ

の啓発を。 

行政としましては四つでございます。積極的な

情報の提供と提案を行うこと。また、それぞれの

活動に関しますニーズを収集していくこと。それ

と、市民・事業所、地域・団体とのまちづくり活

動を促進すること。最後に、施設の関係でござい

ますが、維持管理経費の効率化を図っていくとい

うことで整理をしたところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま、当局の説明が

ありました。これより質疑に入ります。御質疑を

願います。 

○委員（井上勝博）これは、施策の５とも関連

している問題で、たびたび本会議でも取り上げて

いる問題で、普通交付税の段階的縮減という問題

については、前提条件としてのこれまでの４０億

円減というのがかなりの緩和が見込まれてくるわ

けで、市長も新たな財源が出たようなものだとい

うふうに答弁をされているわけです。これ、やっ

ぱり財政運営計画が１５年に対して、この基本構

想が１０年間の構想ということで、そこにギャッ

プといいますか、足の長さが違うというところか

ら、実態は財政的にはいろいろ状況というか、情

勢が変わっているのに、計画は従来の財政運営プ

ログラムのもとで進められるという中での矛盾と

いうふうに感じているわけですけれども。来年あ

たりには、かなり段階的縮小というのがどのぐら

いやられるのかというのがわかってくるわけです

ので。ここの部分なんかは、もうちょっと、それ

に合った表現をしながら、していく必要があるん

じゃないかと、柔軟な対応が必要になってくるん

じゃないかというふうに思っているわけですが、

繰り返しになると思いますけれども、どのように

お考えかお尋ねいたします。 

○総務部長（今吉俊郎）まさに施策５の中の用

意しているテーマなんですけれども。ここで施策



－40－ 

の４では、公共施設の効率的維持管理という分野

で、これも財政運営プログラムの中の一つの分野

として位置づけて、その御質問だと思います。 

 前提となっているところの交付税の段階的縮減

ですけれども、まだまだ具体的な総務省の方針と

いうのは伝わってきておりませんので、試算はで

きておりませんけれども。市長の答弁、多少誤解

なさっているようだと思います。いわゆる、この

段階的縮減は、５年かかって４０億縮減されるの

が幾らかは緩和されるという、そこの部分はです

けれども。プラスになることはございません。 

ですから、今後、財政のフレームというのはど

んどん縮減していく中で、ここの５５ページにも

ありますとおり、キーワードとしては施設の維持

管理にかなりお金がかかっていく、長寿命化対策

を進めていくというようなことなどにも、かなり

予算を割いていかなければならないという、いわ

ゆるこれから新たなといいますか、これまで想定

していなかったさらなる投資といいますか、そう

いう対策を講じていくようなことなども視野に入

れますと、余り期待できる行政サービスの拡大と

いうのは無理があろうかと思います。 

 あるいは、去年から始まりました臨時給付金と

かいったようなものも、国からの制度で、それに

基づいて措置もしておりますけれども。それこそ

人的措置といったようなものなども含めまして、

国の政策に制度に沿ってやっていくという中で、

かなりの行政コストというのもかかっていくとい

うのなど、ごく一例として申し上げますけれども、

今後、財政フレームというのは好転することはあ

りませんので、御理解いただければと思います。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）これまで段階的縮小がある

ということを前提にして、行政改革が進められ、

職員の削減が進められ、施設の処分が進められて

きたわけですよね。４０億円削減されても大丈夫

なところまで目指そうというところへ来ているわ

けじゃないですか。その中で、しかし、これは全

国のやっぱり合併した市町村からの強い要望が政

府のほうにも上がって、このままでは地方が本当

に疲弊してしまうということから、政府もそこに

譲歩を見せて、そして６割を維持するというふう

になったわけです。そういう点では、新たな財源

が出てきたというふうに市長も答弁していたわけ

で、決して誤解をしているわけではなくて、やっ

ぱり６０％が維持されるというのは、これは決し

て少ない金額ではないわけですので、やっぱりそ

れを市民にちゃんと還元していくと。相変わらず

市民には厳しい厳しいって言いながら、そういっ

たところをストックしていうようなことがあって

はならないというのは川添議員も言ったわけです

けれども、私もそう思います。これ意見です。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

○委員（福田俊一郎）ただいまの部長答弁のほ

うで、５年で４０億ちゅう言い方されたんですけ

れども、来年度から５年間で何割ずつ減っていき

ますか。ちょっと確認をします。 

○総務部長（今吉俊郎）合併特例の期限が切れ

た後、１０年たった後に１１、１２、１３、１４、

１５となっていくんですけれども、９割、７割、

５割、３割、１割ということで、逆に言えば、

１割カット、３割カット、５割カットというふう

に縮減されていくということで、平成３２年度で

４０億減るというようなことになろうかと思いま

す。 

○委員（福田俊一郎）すると、部長のほうでは、

５年で４０億という言い方だったもんですから、

私は５年で今言われた１００億ぐらい減っていく。

そして６年目で４０億という認識でおったんです

けれども、その辺、もう一回確認をしたいと思い

ます。 

○総務部長（今吉俊郎）９、７、５、３、１、

０ですから、６年かかって交付税の上乗せ額が

４０億だったのがなくなるということですから、

交付税の額としては４０億減ります。予算規模と

しては、それを使ってやる事業などを含めて、

４００億台前半の予算規模にはなろうかと思いま

す。 

 ５年間のその階段を下りていく面積は１００億

になります。１０５億という。ですから、５年間

で都合、累計で１００億の財源がなくなる、減る

という、そういう考え方でした。 

○委員（福田俊一郎）５年で４０億という言い

方をされたもんですから、ちょっとおやっという

ふうに思ったんで、今、言い直されたんで、理解

しました。 

○委員（井上勝博）何回も繰り返しやってるこ

とが、なぜ無視されるのかと。５年間で４０億じ

ゃないじゃないですか。６割維持じゃないですか。
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それで、５年間のトータルで１００億じゃないじ

ゃないですか。それはまだ試算できないわけです

よね。そこはやっぱりちゃんと正確に言わないと、

変わってきているわけですから。もう本当にそれ

が通ってしまえば、６割維持というのは一体何な

のかということになりますがね。 

○総務部長（今吉俊郎）現在の財政プログラム

は、今私が説明申し上げたのは生きております。

今後、国からの試算等、詳しく示されれば、見直

していくこともあるということで御理解いただけ

ればなと。まだ決まったわけではないということ

で御理解いただきたい。総務省もそのとおりと言

っていません。 

○委員長（持原秀行）質疑はつきたと認めます。 

 以上で、施策４を終わります。 

 次に、施策５について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、資料は

５７ページ、５８ページでございます。 

 施策５、「健全で安定した財政運営の推進」でご

ざいます。 

 現状と課題は三つ。まず一つ目の①につきまし

ては、今話題にものぼりました普通交付税等の段

階的縮減が見込まれ、中長期的に基金の残高が減

少することが、サービス提供のために活用するこ

とで予測されますので、今後の将来の財政見通し

をきちっと把握する必要があるということが一つ

の大きな課題であるというふうに捉えております。 

 二つ目につきましては、国の制度見直しとか、

社会情勢が変化する中、現状の水準でサービスを

維持するためには、今抱えております財源、施策

の内容等につきまして、事業の見直し、財源拡大

の対策など、需要に対応するための財源を確保す

る財政の仕組みの形を確保する必要があるという

ふうに整理をいたしました。 

 三つ目につきまして、収入が減る一方、公共施

設等の維持管理等、社会保障費など、経費が上昇

することが見込まれることから、必要性や緊急性

などから判断した優先度の高い事業に財源を配分

というような仕組みなり考え方が必要であるとい

うふうに整理をしたところでございます。 

 このため、右側の施策の方向性は三つでござい

ます。 

 将来の財政見通しを算定しますということでご

ざいます。これにつきまして、歳入の見込みや財

政需要等を考慮した将来税源を把握し、財政見通

しとして策定するとともに、必要な財政情報とし

て提供いたします。見える化でございます。 

 二つ目に財政規模の確保です。事業見直しや公

共施設の統廃合によります維持管理経費の抑制。

また、一方で公共投資事業と維持補修費との事業

調整などによりまして、経常経費の縮減と事業の

重点化の両立を図り、健全な財政規模を確保して

いくことが必要となりますということでございま

す。 

 三つ目は、収入財源の確保と拡大でございます

が、当然、市税につきまして、公正な賦課と公平

な納税の確保を図るということ。また、一方で未

利用資産等の積極的な売却や行政サービスに対す

る費用負担割合の見直しなど、歳入の確保、拡大

に努めていくという形を出しております。 

 目指すべき姿は、住民から求められる施策展開

可能な財政構造が確保されているというふうな書

き方でございます。 

 このため、成果指標につきましては、既に用い

ておりますが、経常収支比率、市債残高、普通会

計ベースです。それと市税の徴収率など、ごらん

のように数値のほうを下げ、抑制したり、引き上

げたりという形での方向性でございます。 

 また、市民と行政との役割分担につきましては、

市民の部分につきまして、「（市民・事業者）」につ

きましては、やはり施策、財政の運営への関心を

持っていただき、納税義務を果たしていただく。

また、サービスに対します適切な負担を求め、御

理解をいただくという形のもの。また、「（地域・

団体）」につきましても、財政運営のあり方や方向

性についての意識を共有していく。共生の部分で

共有していく。また、担うべき役割等についての

議論を行っていくという形でございます。 

 特に、行政の役割としましては、健全な財政基

盤を堅持するということ。また、財政状況の公表

等を行い、わかりやすくそういうふうに展開して

いくこと。市税等につきましては、適正な課税及

び徴収率の向上に努めていくという考え方を示し

たところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま、当局の説明が

ありました。これより質疑に入ります。御質疑を

願います。 

○委員（谷津由尚）目標値の設定の仕方ですけ

ど、経常収支比率が９０以内というのは、私は余
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りにも低過ぎると思っています。なぜかといいま

すと、本市は地域成長戦略を打ち出して、年間

３.５億、平成３２年までこれやっていくと。それ

だけの投資をして、９０以内というのは、これま

だ硬直化しているという範疇ですよね。やっぱり

地域成長戦略とか、そういうことをやっていく以

上は、せめて目標値というのは９０未満とか、

９０未満には最低限私は表現すべきだろうと。も

し、願わくば８５以内ぐらいには、そう設定せん

と、地域成長戦略の効果というのは、むしろどこ

に出てくるのかということになるんじゃないかと

思うんですけど、その辺はどうですか。 

○総務部長（今吉俊郎）経常収支比率につきま

しては、いわゆるこの数値が高いということは、

財政が硬直化しているという指標になります。目

標としては９０以内を目指すと言いましたのは、

望ましいのは８０％台というのが望ましいという

ことで、いわゆる経常的などうしても支出しなけ

ればならない、義務的経費というのにも置きかえ

られるかもしれません。そういった経常的な経費

に充てる割合が高ければ、先ほど谷津委員おっし

ゃったような成長戦略的な分野には投資できなく

なりますので、むしろ経常経費率を低くして、そ

して例えば十何％という割合の中で成長戦略など

に充てていくといったような考え方を根ざす指標

というふうに御理解をいただければと思います。 

○委員（谷津由尚）そうであれば、地域成長戦

略の財政運営プログラムでいう地域成長戦略の投

資というのは、私はどういう意義があるのかなと。

痛烈にそういうふうに感じます。今ほど御説明い

ただきましたが、この経常収支比率の必要経常的

な、必ず必要な、支出されるべきお金というのは

それだけではなくて、人件費もありますし、扶助

費もあります。公債費もあります。扶助費という

のは年間２，３億でどんどんふえていくわけで、

全市的なそこには政策の結果というのは当然出て

くるわけですけども。それだからといって、この

成長戦略への投資を下げるということは、いよい

よもう先は何をするんですか。先々、薩摩川内市

に向けてまちをつくるための投資は何があるんで

すかという話になりませんか。部長、いかがです

か。 

○総務部長（今吉俊郎）成長戦略分野への増資

というのは、ことし予算でお願いしております地

域活性化基金を４０億、用意いたします。いわゆ

る財政運営プログラムの中では、人件費、あるい

は施設管理費、普通建設事業費といった四つの削

減項目だけでは、やはりそれこそ財政運営プログ

ラム、将来に夢を持てないということで、五つ目

にプラスの要因の成長戦略というものを加味した

ところでございます。 

 成長戦略分野も観光、あるいは食品、医療周辺

ビジネスとか、そういった四つの分野に力を入れ

ていこうということで、今、その緒につきつつあ

るところですけれども。その成長戦略分野の予算

枠もありながら、その財源的なものを措置しなが

ら進めていきたいという考えでおりますので、こ

の経常収支比率が即、成長戦略分野に影響を与え

ていくというものもあるかもしれませんけれども、

大きくは行かないというふうに考えております。 

○委員（谷津由尚）影響があったら困るわけで

すよ。地域成長戦略の投資の結果、この経常収支

比率が減るほうにいくと、つまり税収がふえると

いうふうに結びついていかなきゃいかんわけで、

そのための投資をやるわけですから、そこはそう

なんです。ですので、そういう意味からしても、

９０以内という目標の設定は、私はやっぱ納得で

きません。ちょっと、もう一回、この目標設定、

９０以内に対して私は納得できないんですが、ち

ょっと答弁をお願いします。 

○総務部長（今吉俊郎）いわゆる経常収支比率

の全国的な目標というのは、どこの自治体も

８０％台に持っていくというのがいわゆる健全な

財政の指標という意味では言われておりますこと

で、よろしければ財政課長に補足説明させていた

だきたいと思います。 

○財政課長（今井功司）数値的なものだけ報告

させていただきますと、類似団体の数字で申しま

すと、平成２４年度の数字が直近の公表されてい

る数字でございますが、薩摩川内市本市と同類の

２の１の類似団体で経常収支比率が２０.２でござ

います。９０.２でございます。申しわけございま

せん。９０.２でございます。県内の近隣の鹿屋市

でいきますと９１.５という数字でございまして、

本日、基本計画のほうでお示しさせていただきま

した９０以内というのは、具体的に数字が限定さ

れない関係で、考え方といたしましては８０％台

に持っていきたいという考えではございますが、

表現上、９０以内ということで表現させていただ

いたものでございますので。 
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 ちなみに、１ポイント落とすとすると、経常的

な経費を３億円、本市でいえば３億円削減すると

１ポイント下がるという状況のものでございます。 

○委員（谷津由尚）まず、交付金が、国からの

交付金、県からの交付金がまだ上下することで、

ここの比率も上下するわけですので、そこは一定

という考え方でちょっと議論させてください。 

 ３億円で１％ここが影響すると。今後、財政プ

ログラムを運営する上では、ここは相当改善され

るはずなんですよ。目標的にいけば、人件費でも

７億ぐらい今から減るわけですから。その財政運

営プログラムからいったときに、ここは５年後は

試算すると幾らになるんですか、交付金の関係に

もよりますけど、試算されてます。 

○財政課長（今井功司）あくまでも５年の数字

でいきますと、内部的に計算いたしますと８０％

後半になると思います。むしろ９０に近いところ

になるかもしれませんけれども、８０％後半の後

半というぐらいの数字になろうかと思います。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）私が計算しても、たしか

８８.９％やったと思う。ですから、財政運営プロ

グラムを本市はやっていくという中で、５年計画

ですから、５年後の目標値が９０以内という表現

はあり得ないと思うんです。この９０という数字

になぜこだわるかというと、９０以内というのは

９０が入るんです。９０というのは硬直化してい

るという見方をされまして、類似自治体はもちろ

ん関係ないです。本市の財政プログラムに対する

ポリシーです。どう思うんですかということ。 

ですから、これを本当にやっていこうとするん

であれば、それでここは８８とかすべきなんです。

それぐらいのアグレッシブさがないと、本当にこ

の５年計画を何もないじゃないですか、積極性が、

いかがですか。 

○財政課長（今井功司）申しわけございません。

先ほどお話させていただきました、あくまでも財

政運営プログラム上も８８％台のものを想定いた

しまして、表現上９０％以内というふうな、

８０％台という意味を込めまして、そういう表現

にさせていただいたところでございますので。 

○委員（谷津由尚）わかります。わかりますが、

この総合計画基本構想の基本計画というものに対

する当局のどれだけこれを重きに置くかという、

どれだけこの動きの中心に－市政の中心に、こ

れを置くかという、私は意識のあらわれだと思っ

ています。 

そういう意味からすると、この表現は、非常に

悪い表現をすると、逃げ道をつくっていると。そ

うじゃないと思います。これが基本になるわけで

しょう。これが市政運営の基本になるわけですか

ら、私はそういうことじゃいかんと思います。で

きれば見直しをお願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）成長戦略につき

ましては、企画政策課のほうで音頭をとって進め

ている政策でございまして、財政運営プログラム

とは密接にかかわっております。委員のほうから

言われましたとおり、成長戦略を掲げて政策運営

する以上、そこのバロメーターとしての成果指標

については、訴えるものとしての重要性もあると

いうことでございますので、そこは認識した上で、

これを９０％未満にするのか、８０％台にするの

か、再度、当局のほうで検討を加えたいというふ

うに思います。 

○委員長（持原秀行）そこはしっかりと検討方

お願いします。 

 ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑はつきたと認めます。 

 これで、施策５を終わります。 

 以上で、基本計画の全ての施策に係る審査が終

了しました。 

 ここで、議案第１１１号に係る審査を一時中止

します。 

────────────── 

△今後の審査の進め方について 

○委員長（持原秀行）それでは、次に今後の審

査の進め方についてお諮りをいたします。 

 次回の委員会は、１月２３日金曜日に開催する

こととし、基本計画の施策を踏まえ、基本構想各

政策の基本方針を振り返り、その後、第４章の審

査に入りたいと思います。 

 ついては、そのように審査を進めることで御異

議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）御異議なしと認めます。 

よって、そのように今後の審査を進めてまいり

ます。 

────────────── 

△閉  会 
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○委員長（持原秀行）本日の委員会は以上をも

って閉会したいと思いますが、御異議ありません

か。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）御異議なしと認めます。

よって、本日の委員会は以上をもって閉会をいた

します。 

 次の委員会は、１月２３日金曜日午前１０時か

ら第３委員会室で開催いたしますので、よろしく

お願いします。御苦労さまでした。 
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